
資 料 2

｢運動基準､･運動指針の改定に関する検討会｣開催要綱

I.･目的

身体活動'･連動分野における国民の健康づくりのためわ取組にづいては､平成元年に

｢健康づくりのための運動所琴量｣を､平成5年度に ｢健康づくりのための運動指針｣/
を策定し､平成18年に ｢健康づくりの､ための運動基準2006-身体活動 運̀動 ･体力～

報告書｣(以下 ｢運動基準20p6｣という｡)を取りまとめ､この運動基準に基づき､安全

で有効な運動を広く国民に普及させるこ､とを目的として ｢健康づくりのための運動指針

2006で-生活習慣病予防のために～<エクササイズガイド2006>｣(以下 ｢エクササイズ
A

ガイド2006｣′という.)を策定した.健康日本21に係争取串の-環とLT.､これらの

基準等を活用して身体活動 ･運動に関する普及啓発等に取り組んできたところである.

運動基準2006等の策定から6年以上力亨経過しこ身体活動_･運動に関する科学的知見が

蓄積されていること､また､平成25年度から健康日本21(第2次)が開始することか

ら､これらの内容を改定する必要が生じている｡また､,･日本人の歩数の減少等が指摘さ

れており､′身体活動 ･運動の重要性にっいて普及啓琴を一層推進する必要がある｡

こうした状況を踏まえ､新たな科学的知見に基づき運動基準2006､を改定す争とともに､

活用促進の観点からエクササイズガイド2006､を見直すことを目的とし､厚隼労働省健康

局長の下､有識者の参集を求め､所要の検討を行う｡

2.主な検討事項

-(1)運動基準2006の改定

○身体活動量∴運動量 ･体力の基準値 ､

○ライフステージに応じた身体活動 ･運動の考え方)

○安全な実施のための留意事項

(2)エクササイズガイ ド2006の見直し

○利用者の視点に立ったガイドの在り方

(3)普及啓発に係る方策についt.

3.構成員

別紙参照

4.その他 ′

(1)検討会には､構成員の互選により座長を置き､検討会を統括する｡

(2)健康局長は､必要に応じ､構成員以外の有識者等に出席を求める.ことができるO

(3)/検討会は､原則として公開とする｡ 一

(4)検討会の事務は､健康局がん対策 ･健康増進課において行う｡

(5)この要綱に定めるものの梓か､検討会の運草に関し必要な事項は､検討会におい

て定める｡
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公益財団法人 健康･体中づくり事業財団 理事長
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I/ニー'健康保険組合 事務長
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l

立命館大学スポーツ健康科学部 学部長
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武庫川女子大学生活環境学部食物栄養学科 教授
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(○:座長)
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運動基準.運動指針の改定に関する検討会

開催経過

【第1回】平成24年11∴月7日(水)

(1)身体活動･運動に関する現状と課題

(2)改定に向けた論点について

(3)､運動基準とその対象者について

【第2回】平成24年11･月27日(火)

(1)高齢者やこどもの取扱いを含めた運動基準の内容について

(2)生活習慣病患者に対する保健指導の一環としての運動指導

【第3回】平成24年12月26日(水) (予定)



運動基準.運動指針の改定に向けた主な論点に関する

第1回検討会での主な御意見

○運動基準.運動指針について､すべての世代を対象とすることはできないか｡
○運動指針の利用者は一般の国民を想定すべきではないか｡

018歳～64歳については､現行の基準を引き続き活用可能なのではないか｡

○個人差を考慮した基準として､｢今より少しでも身体活動量を増やす｣としてはどうか｡
○体力o)基準について､全身持久力をメッツで表示してはどうか.
0名称について､｢身体活動･運動基準｣あるいは｢身体活動基準｣と変更してはどうか｡

06声歳以上については､.余暇身体活動を含めて4メッツ･時/週を基準とできるのではないか.
0対象グループ毎に基準を示してはどうか｡

○安全面の配慮に?いて､対象に応じて書き分けられないか｡
○身体活動･運動の上限値の検討が必要ではないか｡

【論卓5.】刺 者の視点に立つーた運動指金十の在り方についてどう考えるかo

○国民に分かりやすいシンプルなメッセージとすべきではないか｡
○運動指導の説得力を増すために､生活の中で実感できるメリットを提示できないか｡

○一般の国民に分かりやすいパンフレットを作ってはどうか｡

○ウオーキングのための環境整備等のまちづくりは､歩数の増加に有効なのではないか｡
○健康教室等は高齢者の社会参加の機会でもあるため､行政の取組みが重要ではないか｡
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国民健康 ･.栄養調査について

資料 3

1.平成23年国民健康 暮栄養調査について

甲 的:健康増進法(平成14年法律第103号)に基づき､周民の健康増進の総合的な推進を

図るための基礎資料を得る

調査客体:平成,23年国民生活基礎調査により設定された単位区(約2,000単位区｡東日本大震

災の影響により∴岩手県､宮城県及び帯革県の全域を除く.)から無作為抽出した1

300単位区内の5,549世帯のうち､′/転出等で対象から外れた127世帯を除く5,42.2世

帯及′び当該世帯のrl歳以上の世帯員

調査項目:.[身体状況調査]身長､体重､腹囲､血圧､血液嘩査､歩数､問診(服薬状臥 運動)

[栄養摂取状況調査]食品摂取量､栄養素等摂取量､食事状況(欠食､外食等)･

[隼蒔習慣調査]食生活､身体活動･連動､休養(睡眠)､飲酒､喫煙､歯の健康等に

関する生活習慣全般

(食生活に関する状況)

･生鮮食品の摂取状況について､平成 13年と比べると､野菜類､果物類､魚介類の摂取量は

減少し､肉類の摂取量は増加0年齢階級別では､20二40歳代の野菜類､果物執 ■魚介類の

摂政量が少ない｡

･ふだん生鮮食品を入手している者のうち､この1年間に生鮮食畠の入手を控えたり､入手

できなかった理由として､｢価格が高い｣と回答した者の割合が 30.4%と最も高く､20-1
40歳代では4割以上｡

･世帯の年間収入如 食串摂取量は､世帯収入 600万円以上の世帯員に比べて､200万円未満

の世帯員は､野菜類の摂取量は男性q)み､果物類と肉類の摂取量は男女とも少ない｡

･災害時に備えて非常用の食料を用意している世帯の割合は､47.4%｡! 地域ブロック別にみ

ると､東海ブロックが65.9%と最も高く､九州ブロックが24.6%と最も低い｡

(たばこに関する状況)

･現在習慣的に喫煙してV､る者ゐ割合は､20.1% (男性3?･.4%､女性9.7%).

･平成 22年 10月のたばこの値上げで喫煙状況に影響を受けた者の割合は､-29.2%｡そのう

ち､たばこの値上げで受けた影響と.して､r吸うのをやめた｣と回答した者の割合は､15.-0%､

｢ずっと吸･jている､が､本数を減らした｣と回答した者の割合は39.0%.

平成23年国民健康 ･栄養調査結果の概要については､厚生労働省の不二ムページをご覧下さい｡

http:,//wyw.AmhIw.go.jp/stf/houdou/ZT985200OOO2qlst十html
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成23年

国民健康.栄養調査結果の概

<調査対象及び客体>

調査の対象は､平成23年国民生活基礎調査(約2,000単位区内の世帯約5.万7千世帯及び世帯員
約14万7千人)において設定された単位区から層化無作為抽出した30蝉 位区内の世帯及び世帯員
であり､平成23年11月1日琴在で満1歳以上の者としたO車だし､.̀平成由年調李に?いて埠､東早本
大震災の影響により､岩手県､宮城県及び福島県の全域を除く｡

300単位区内で国民生活基礎調査を実施した5l,549世帯のうち､転出等で対尋から外れた127世帯
を除く5,422世帯を調査客体とした'o調査実施世帯は3,412世帯であり､集計客体数は下記のと串りで
ある｡

藁整若さ_L喜,. ･-q- 鉄建塵撃泣出■【題IL&:L】~∩.葛_讃-.柿 ..,el.15-;華 考 みJL■讃Y.藍igJ~醍■p喜.i･,.A■麗監腎蓋 +.さまこてp.:正式和は岩享モ㌻i-)

紘敬 .身体状況調査 . 人数 6,914 ･304 531 27由L 473 ･.827 826. 926 1.2?0 I,529

% ∴100.0 4.4 7..7 4.0 6.8. 12.0 ll.9 13..4 17.6 22.1

血液検李～ -^& 1 3,由7 - - - 200 454 4d1 -,543 850 1,b79
% 100.0 - - - 5..6 12.i 12.1 15.3 23.9 30.3

歩数測定 .人 数 6,712 - - 343 557 945: 99岳 1,047 1,299 .1,526.
･% 100.0 - - 5.1 8.3 14.1 14.8 15.6､ 19.4 22.7

革養摂取状況調査 人数 8,247 394 720 380 587 ･1,004 1,038 1,076 1.3,49 1.699
% 100.0ー 4.8 8j 4.6 7.1 12.2. 12.6 13.0 16.4 20.6.

生活習慣調査 軒̂.'7,047 - - - ノ629 1,0ー32 1,090. 1,128 1,392 1,776■一 100.0. - - - 8≠9' 14.6 15.5 16.0 19.i 2与.2

■勇性一 身体状魂調査 人数､ 3,159 156 .258 ･135 206 377 37.2 p4.37 547 671

.% 100.ら 4.9 8.2 4.3' 七.5 ll.9 ll-.8 1.3.8 17.3 21i字

血液検査 人数 1i463 - - - 73 181 154 215 356 484
% 100.0 - - - 5.0 12.4 10.5 14.7 24,3 33.1

歩数測定 人数 . '3,052 - - 173 246 439 44岳 496 57°3 677
% 100.0 - - 5.7 ?.1- 14.4 14.7 16.3 1_8.8 22.2

＼栄養摂取状況調査 ヘ琴∴ 3,839 2b9∴∴352 1'93 259 479 480 521 600 746
鶴 100.0 5.4 ･9.2 5.0 t6.7 12.5 12.5 13.6 15.6 19.早

--生活習慣調査I 人数 3,230 - - - ･279 460 51q j47 619 心 7岳5
.% 100.0 - - - 8.6 15.2 15.8 16.9 19.2 24.3

■女 身体状況調査 人数 3,755 148 ■2737.3 -143 267 4io 4声4 489. 6●73 858

% 100.0 3..9 3:8, 7.1一 12.0 12.1 13.0 17.9 22.8

血液検査 ･人数 2,094 - - - 127 273. 写7j 32岳 494 595
% 100.0. - - - .6.1 13.0 13.2 15.7 .23.6 28.4

歩数測定栄養摂取状況調査生活習慣廟査 人数 3,.660 - - 170 all -506 547 551 726 849

性 %トp- 100.b - - 4.6. 8.5 ,13.8 14.9 15.1 19.8 2̀3.2

入牢｣_I 4,108 18声 368 187 -328 5.25 558 555 749.■ヾ 9由

oh 100.0 4.2 8.3 4.2 7.4 ･1.1.9 1?.7 12.6. 17.0 21.6

4g 3,817 - - - 350 542 580_ 581 773 991
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<食生活に関する状況>

1.生鮮食品の入手が困難な理由

ふだん生鮮食品を入手している者のうち､この1年間に｣生鮮食品の入手を控えたり､入手
できなかった理由として､｢価格が高い｣と回答した者の割合が最も高く,30.4%であり､20-
40歳代では4割を超えている｡
近年､｢食料品等の日常の貴い物が不便｣･､｢店舗までの距離が遠く､交通手段がない｣と

いう､いわゆる買い物弱者が社会的課題となっているが､今回の調査において時､入手困
難の理由として､｢価格が高い｣ことが最も高い割合を示している■｡

図十 生鮮食品(野菜､果物､魚､肉等)の入手を控えたり､入手ができなかった理由1
(男女計.年齢階級別)

価格が高いー

生鮮食料品店人の

アクセスが不便

①買い物をするお店

までの距離が遠い

②買い物に行くまで

の交通の任が悪い

(交通手段がない)

③買い物ができる

時間にお店が

開いていない

生鮮食品を買って

も調理できない

上記の理由で入手を

控えたり､入手が

できなかったことはない

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

-■総数

(4,342)

ロ20-29歳
(2031

包30-39歳

(581)

440-49&

(683)

050-59歳

(737)

鑓60-69歳

(?96)

ロ70歳以上
(1′142)

(%)

<参考> 買い物弱考について ､
(

○経済産業省r地域生活インフラを支える鹿通のあり方研究会報告婁｣(平成22年5月)
買い物弱者とは､流通機能や交通の弱体化とともに､食料品等の日常の冥し.＼物が困難な状況に置かれている■

人々であり､内閣府｢高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査(平成17年)｣で｢日常め買物に不便を感じてい
る｣と回答した60歳以上の高齢者(16L･6%),に全国の60歳以上高齢者数(総務省｢人口推計(平成17年､21年)｣)を掛
け合わせるとおよそ600万人濯度となる｡
○農林水産省農林水産政策研究所｢食料品テクセス問題の現状と対応方向｣(平成24年3月)
食料品アクセス問題とは､食料品つのアクセスに不便や苦労がある状況である｡買い物に自動車を利用できる場
合は不便や苦労が大幅に軽減されることから､生鮮食料品販売店舗までの直線距離が500m以上で､月動車を保
有しない人口を推計すると､910万人(7.1%)や与も高齢者(65歳以上)は350万人(13.5%)と推計されるo
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2..世帯の年間収入と食品
Eヨ■-三三

世帯の年間収入を3区分(200万円未満､200万円以上600万円未満､600万円以上)七分
け､年齢世 帯員勢を醜整した上で､世帯の年間収入が600万円以上の世帯員を基準として､

200万円未満､206万円以ヰ600万円未満の世帯員の食品摂取量を比較した結果は以下の
とおりである｡

1.野菜類の摂取量は,男性では200万円未満と200万円以上600万円未満の世帯で少な
かった｡ ′t

∫
2.果物類の摂取量は､男女とも200万円未満の世帯で少なかった｡

3.魚介琴の摂取量は､̀男女とも差がみられなかった｡

4.肉類の摂取量は､貴女とも200万円未満の世帯で少なかった｡

表1 世帯の年間収入別､食品摂取量(20歳以上､性別)
単位(g/日)*

2諾 ‰ 238諾BRTi*̂iB～､漂 監 60(0芸.器量芸iohP･L?,0

男性 404人 男性-･1,585人 男性 719人
女性-621人 女性 1,789人 女性 793人

200万円2iooJ6.?.岩
未満 月未満

1.野菜類の摂取量 (男性)

(女性)

258.7 266.0 283.4
｣､-_､㌔

266.5 271.2 283.4

2.･果物類の摂取量 (男性) 73.9 94.8 93.9 ★

(妄性) 110.6 124.8 135.6 ★

3.魚介類の摂取量 (男性) 75.7 8q.6 82.8

ノ(女性) 63･9 6.8･~4 68･0

4.肉類の摂取量 (異性) 8乱1 99.8 102.0 ★

(女性) 64.2 71.0 74.3 ★

世帯の年間収入額を当該世帯員に当てはめて解析
★年齢と世帯員数で調整した佳
日世帯収入について600万円以上を基準とする多変量解析(線形回帰)を実施

※東日本大震災の影響により､岩手県､宮城県及び福島県を除く

<参考> 解析対象世帯の年間収入 l
※解析対象′:調査実施世帯数3,412世帯のうち､生活習慣調査票と栄養摂取状況調査票の両方に

回答が得られた3,182世帯から､わからないと回答した161世帯を除く3,021世帯

世帯数 %

由琴 3,021 100.0

∴200万円未満 71■6 23.7

200万円以上.～,600万由未満 1,652 -54.7
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3.災害時のための食料の備

災害時に備えて非常用の食料を用意している世帯の割合は､47.4%である｡地域ブロック
如 こみると､青海ブロックが最も高く65朋もであり､九州ブロックが最も低く24.60/Oである｡
用意している非常用食料の種類は､飲料(水､お茶等)が最も高く86.2%である｡

図2 災害時に備えて非常用食料を用意している世帯の割合(地域ブロック別)

※世帯の代表者(非常食の用意を世当している者)が回答

(%)

全国 ･北海道 東北 関東Ⅰ 関東Ⅱ
(3,369) (211) (88) (882) (306)

北陸 東海 近畿 中国 ､.四国 一＼九州
(171) (425) (533) (233). (97) 一(423)I

図3 用意している非常用食料の種類(地域ブロック別)

(%) ※非常用食料を用意している世帯における回答

主食(レトルトご飯､めLを乾燥させた ′副食(肉･魚等の缶詰､カレー･シチュー等

加工米､乾パン等) のレトルト食品等)

飲料(水､お茶等)

■全国 ■北海道 義東北･書関東I i関東Ⅱ 辛北陸 糞東海 挙近畿 臼中国 E3四国 □九州
(1,598-) (77) (46) (536) .(165) (69) (280) (i19) (61) (41) (104)

北海道:北海道

東 北:青森県､秋由県､山形県 ､

関東 Ⅰ:埼玉県､千葉県､東京都､神奈川県
関東Ⅱ;茨城県､栃木県､群馬県､山梨県､長野県
北 陸:新潟県､畠山県､石川県､福井県
東 海:岐阜県､愛知県､三重県､静岡県

近 畿:京都府､大阪府､兵庫県､奈良県､和歌山県､滋賀県
中 国:鳥取県､島根県､岡山県､広島県､山口県
四 _国:徳島県､香川県､愛媛県､高知県

九 州:福岡県､佐賀県､長崎県､大分県､熊本県､宮崎県､
鹿児島県､沖縄県

※東日本大震災の影響により､岩手県､宮城県及び福島県を除く
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<たばこに関する状況>'_

4.喫煙の状況

ノ現在習痩的に喫煙している者0)割合は､.20.-%であり一､申年と変わらないこ._

性別では､男性32.4毎､女性9,極 で奉り｣前年に比べて男性は変わらず､車性埠増加し-

図4-1現在翠慣的に喫煙している者の割合の年次推移 (平成15-23年)
※現在習慣的に喫煙している者 :これまでに､たばこを習痩的に吸っていたことがある者t合計100本以上又は

6ケ月以上たばこを吸っている(吸っていた)者IOjうち､rこの1ケ月間に毎日
又は時々たばこを吸っている｣と回答した者

+ 総数 ー 男性 ー 女性

43｢皇 I

･46.8 39.3 亨9.9-■ ､39.4. つL=0 38.2

~~- 一ヽ■∨●■一■ 32.2 3?.4

■■■■-A
___■-

27.7~ I -ー~ -

一乙tJ.『. 23.8ー 21.8 ′●23.4 20.124.2 -24.1∫__｣ L ＼_19.5▲~I
.- __二▲

10.0 9.1 ~■ー9:7.■■■ll.3 , 12.b｣ー _~~ー 11T3 ll.0 10i9 8.4

平成15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

図4-2･現在習慣的に喫煙している者の割合 (性 ･年齢階級別)

50-59歳 60-69歳 70歳以上 絵敬一 20-29歳 30-39歳 40-'49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上

(544) (607) (773) (3,80i) (351) (537) (576) (581) (769)･ (987)6



∫

5.たばこの値上げの穀響

平成22年10月のたばこの値上げで喫煙状況に影響を受けた者の割合は､29二?%である○
そのうち､_たばこの値上げセ受.けた轟響として､｢吸うのをやめた｣と回答した者の割合は,

図5 平成22年10月のたばこの値上げで喫煙状況に影響を受けた者の割合

※これまでに､たばこを習慣的に吸っていたことがある者のみ回答

(%)･ ′

.100

総数

(3,013)

男性

(2′279)

図6 平成22年10月のたばこの値上げで受けた影響

※影響を受けたと答えた者のみ回答

0

■●◆●■rI.I●●●占.I■◆■1一▲:.7.:4:,I.'..A.I▲一一■■▲6..7 I:.Y:.:LT.'6:工.:.+H LJL++16.3 t ･∴.:6;9:工.二,':7.7

ー■●▼● ■■l▼●●▼■■▼●1ーtTl-▼ +71Tt●i rft､●● ▼JLI+1t ■● ▲■
▼tt

■I ヽ■ヽ ● 一一■■■■■■■■- -- ■I.■■■■■■■■■■- ･●▼●●) /一- ■■●ー■▲■■.■■●▲● ●

■千

● ● ■■▲-●一■ I Lr■j'

ナ▼一'●■'▼ I
● I■ ■■一 IIi ●

ll.4 ll .7 10 .5
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-

1 5 .0 1̀ 4 .9 ＼ ･1 号.3

琴数 男性 女性
(880) (632). (248)

7

臼その他

慮本数は変わらないが､吸い方が変わった

E3一時的に吸う本数を減らしたが､元の本数に

戻った ′

ロ一時的に吸うのをやめたが､また吸い始めた

ロずっと吸っているが､本数を減らした

■吸うのをやめた



2一平成24年国民健康 ･栄養調査について

目 ､的:■健康増進法(平成14年法律第103号)に基づき､国民の健康増進の総合的な推進を

図るための基礎資料を得る｡平成 24年調査は､全国の代表値の把握に加え､健康

日本21 (第二次)の指標となる項目について､地域格差を把握するた率に､

都道府県間の比較を行う｡

調査客体:平成_22年国勢圃李の一般調査区から各道府県10地区､畢京都のみ15地区を

寒作為抽出し牢全国計___475嘩区切 世帯及び当該世帯の1歳以上の世帯員 (盟

23,750世帯､約.61,1000人)

*1･地区は約50世帯

lJIIIIIl･lIIIIllIl

･《参考:従来の国民健康･栄養調査》

調査年の国民生活基礎魂査の後締調査として､全国から無作為抽出した 30.0単

位区*内の世帯及び当該世帯の1歳以上の世帯員(約 6,000世帯､約 15,000人)0

*1単位区は 15-30世帯.(国民生活基礎調査において設定)

I

I

I

I

I

tI

I

l

l

tIII.1I11I-----------一一一一一------一一1------------ノー1-----------一一一一-.-1----------------一一一---Jノ

l調査項目:[身体状況調査]

身長､体重､腹囲､血圧､歩数､間藤(服薬状況､■運動)

血液疲査【4項目:HbAIc,総コレステロール,HDL一坤ステロ叫,LDL-コレステロール】

[栄養摂取状況調査] I

食品摂取量､栄養素等摂取量､食事状況(欠食､外食等)

[生活習慣調査]

休養 (睡眠)､喫煙､飲酒､歯科健診の受診､糎尿病の診断 ･治療上

健康づくりを目的とした活動の実施､高齢者の社会参加の状況

8



調理師の養成のあり方等に関する検討会開催要綱

資料 4

1.趣旨 ､

調理師oj資質を確保するため､調理師養成施設の教科科目等の指定基準が調

理師法施行規則に定められている｡

･平成 9年には､調理師の資質の向上を図り,ゆと̀りある教育と学校の独自性

を活かした療育を実施できるようこ調理師養成施設の指定基準等が改革されてl

いる._この改正から15年が経過し､∴急速に進む恵齢化､生活習慣病の増大､食l

の安全･_t安心を脅かす問題など食生活を取り巻く社会環境とともに､車房機器
の多様化､衛生要理システムの導入等調理を巡る環境も変化してきていること

から､時代に臥した専門的知識 ･技術を有する調理師が求められている｡

そこで､調理師養成施設における教科内容の見直しなど､調理師の養成の奉
り方等についての検討を行う｡

2.主な検討事項

○調理師養成施設に串ける教科内容等の見直しについて

○教科内容等の見直しに伴う各種鹿置について

○その他

3･嘩成員 ､

療討会の構成員は､一別紙のとおりとする｡･ただし､必衰に応じ､関係者の串
席を求めることができる占

4.運営

検討会は､原則として公開とする｡

本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課が行う0

1



静理席の養成のあり方等に関する検討会の構成員

岡部 伸雄 がん感染症センター都立駒込病院

斉藤 隆士 熊本ホテルキャッスル 代表取締役

佐藤ノ̀月産 服部栄養専門学校 主席教授

平良 久子 日本学校調理師会 理事長

田中 祐司 辻調理師専門学校 事務局長

田中 幸雄 - 京都調理師専門学校 校長

中村 丁衰 神奈川県立保健福祉大学 学長

･鹿瀬 喜久子 東京誠心調理師専門学校 理事長

政安 静子 社会福祉法人 いくり苑那珂福祉施設長

山中 一男 中国料理 古月 料理長

吉田 龍一 東京都飲食業生活衛生同業組合 副理事長

(50音順 ･敬称略)
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調理師の養成のあり方等に関する検討の進め方(莱)

●●●●●-■●･■■●tt■tt←■-■←■←■■■=■t■■■tt■tt■■■■■→■■■■■■■■■■■←■■■■■●-■●●●◆
I. 調理師をめぐる状戻 :
+.●●●暮■....----...-.←■■t■-rM■=■■■■■I■←-lI■■tI.■■t■I■l■l■■●■■.･. .+

③上記の見直しに伴い､変更が必要な事項について
(調理師試験の科目等)
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調理師の養成のあり方等に関する検討会のヽ
スケジュール .(莱)

ロ -■■■∠ゝコ買声 ■-占､ 11月22日 (木)′

･目指す調理師像 (どのような調理師を養成するかの具体像)について

･調理師養成施設のカリキュラムや施設.設備等の見直しの方向性につ

いて

第2ロ ■-■■■■員､L.? 12~月下旬

･調理師養硬施設のカリキュラ与や施設 .設備等の見直しについて

↓

∩ ■■-.AE■■■.員､ 1月

･調理師養成施設のカリキュラム等の見直しに伴う変更事項について

1 ､

口 -■■.弟∴ ■-員､= 2月

･これまでの検討の整理､取りまとめ

第5口 ■-AZミ■-白､

(予備日)

3月
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たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約第5回締約国会議 (結果概要)

資 料 5 妻

平成24年 12月19日

厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課

たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約 (以下､FCTCという)第5回締約国会議 (COP5)､が､

平成24年11月12.日から17日まで韓国･ソウルにて､140か国以上の参加を得て開催されたこ我が

周 からは外務省 (団長)､財務省､厚生労働省､消蛎庁からなる8名の代表団が本件垂議に出席した｡

これまでに､平嘩17年2月27日のFCTCの効力発生以降､締約国会議は4回行われており､暫定

指針を含む7つの指針が採択され七いた｡

1 たばこ製品の不法取引廃絶のための議定書

(1)FCTC甲下で作成された初めての議定書であり､FCTC第 15.条に規定されるたばこの不法取

引対策のために第2回締約国会議(COP2)で交渉開始が決定されて以来､5回の政府間交渉(川B)l
友び数回の非公式会合を経て本年4月に条文案が暫定合意されていた.

(･2)本議定書は､大きく分けて (ア)たばこ取引の供給網管理 (たばこ取引に関するライセン

ス制の義務化など)､(イ)たばこの不法取弓個 連行為の違法化､(ら)国際協力の拡大 (捜査共

助､犯罪人引渡しなど)の3つの柱から構成される｡

(3)本議定書は､-会議初日に全会｢敦で採択された｡議定書は2013毎11月から署名のために開

放され､40か国の締結で発効する･｡

2 価格と課税に係る措置 (FCTC第6条)に関する基本原則及び勧告

宮 4回締約_国会議･(COP4)で設立された作業部会が提出した指針案に基づき議論が行われた.

今次会議では､基本原則及び勧告のみについて採択された｡今後､新たに作業部会を設立し､改

めて第6由締約国会護 (COP6)に指針案の提出を目指すこととなった｡

3 たばこ製品の含有物と情報公開に係る規制 (FCTC第9/10条)に関する暫定指針I

本件暫定指針は､第 4回締約国会議-(COP4)において採択され､将串の締約国会議で段階的に

追加の上完成させる予定となっていたものであるO今次会議では､rたばこの毒性成分及び排出物!
に係る公衆への情報開示｣及び ｢火災リスクに関する製品設計特徴 (低延焼性たばこ)｣に関する

文章が採択され､本件暫定指針に追加されること七なった.

4 その他

(1)たばこ栽培に代わる経済的に持続可能な活動 (FCTC第17/18条)に関して､COP6に政策上l
の選択肢及び勧告案の提出を目指すこととなった｡′

(2)FCTCの義務履行に係る責任 (FCTC第 19条)および無煙たばこ及び電子ニコチン送達装置

の防止や規制にかかる報告書が､COP6に提出されることとなうた｡

(･3)締約国による FCTCの実施を加速し､た一ぽこ産業からの影響を排除するよう努力すること､

関連機関と協力することなどを盛り込んだ ｢ソウル宣言｣が採択された｡

(4)次回COP6はロシア ･モスクワで開催されることが決定された｡

1
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たばこの類制に関する世界保健機関 干組 口約締約国会議の経緯
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たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約の概要について

平成24年 12月19日

厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課

平成15年5月

平成16年 3月 9甲
3月 9日

･5月19白

6月 8日

平鹿17年 2月 2日

WHt)総会において､たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約

(たばこ規制枠組条約)が､原案のとおり､全会一致により採択された｡

閣議決定 (署名､.一国会提出)-

署名 (98番目)

国会承認

閣議決定･1同日受話書き国連事務総長に寄託)
公布及び告示 (条約第3号及び外務省告示第68号)

平成17年 2月27日 条約の効力発生

平成18年-2月 6日-2月17日 第1回締約国会議
平成19年 6月30日-7月 6日 第2回締約国会議

平成20年11月17日寸1月?2日 第3回締約国会議･

平成22年11月158-11月20日 第4回簡約国会議
平成24年11月1･2日-11月17日･第5回簡約国会誌

(平成24年8月現在175カ国が批准)

条約の概要

l･条約Iの目_Bq.(第3条)
たばこの消費及びたばこの煙にさらされることが健康､.社会､･環境及び経済に及ぼす

破壊的な影響から現在及び将束の世代を保護する`

2.主要な条文

※第5条3項-:たばこ規制に関する公衆衛生政策のたばこ産業からの保護
第6条:たばこの需要を減少させるための価格と課税に係る措置＼
※第8琴:たばこの煙にさらされることからの保護
/※第9条:たばこ製品の含有物に関する規制 l

※第10条:たば土製品についての情報の開示に関する痩制

※第11条:たばこ製品の包琴及びラベル
※第12条:教育､情報の伝達､訓練及び啓発

※第13条;たばこの広告､販売促進及び後援
※第14条:たばこへの依存とたばこの使用中止についてのたばこ需要減少に関する措置

･#第15条:たばこ製品の不法取引

※第16条:未成年者への及び未硬年者による販亮
第17条::経済的に実行可能な代替活動に対する支援の提供 L

第18条:環境及び人の健康の保護

第19条:責任
i'I r､ご

※締約国会議において議定書や指針が作成されているもの

3



直 垂 画 一)
くま.

＼

非感染性疾患_(NCDs)の予防管理のための

指標 と自発的世界目標の策定に関する動向

平成 24年 12月 19日

厚生労働省健康局がん対衰 ･健康増進課

1. 経緯

現在､途上国を中心として､世界の非感染性疾患(NCDs)による疾病負荷

は急速に高まってきていると●言われている｡こうした背景を受け､2011

年には ｢WHO健康的な生活習慣とNCDs閣僚級会合｣(2611年 4月28日-29

甲‥モスクワ)及び｢国連NCDsバイレベル会合十(2011年 9月 19日-20､日:

デューヨーク)などiの国際的会議が開催され､NCDs-の由際的注目･が集

まっていた｡

2011年のNCDs国連ハイレベル会合で採択された政治宣言では､NCbsの

予防管理のための指標と自発的世界目標 ･(秦)を2012･年内に実質合意す

ることが定められたこ●これまでに､第 130回 WHO執行理事会(2012年 1月

16日十23日)､ウ土ブコンサルテーションJ非公式加盟国会合(2012年 1

月9日∴′4月 26臣 27r日)∴第65回世界保健総会 (2012年 年月 21日-26

冒)､地域委員会を通して加盟国間で議論が行われ 2012年 11月 5日～7

日にはスイス連邦 ･ジュネーブで公式加盟国会合が開催され､指標と自発

的世界目標の案が議論された｡

2･ 指標と自発的世界目標 (秦)-の概要(別紙 卜等参照)

碍標は ｢死亡 ･篠患｣｢危険因子十｢国内政策の対応｣の3つの領域に分
けて設定されており′､合計 25個の指標が作成された(※1)0

自発的世界目標は､指標の設定を受けて､合計 9個が設定された(※2)0

※1.具体的には､｢死亡･羅患｣2個､｢危険因子｣15個､｢国内勢策の対応｣8個の合計25個の指標が設定された｡

｢危険因子｣は､さらに､｢行動危険因子｣の10個と ｢生体危険因子｣の5個から構成されている｡

※2.具体的には､｢死亡 ･羅患｣1個､｢危険因子｣6個､｢国内政策の対応｣2個の合計9個の目標が設定された｡

L.ヽ
3. 今後の予定 I

･指標 と自発的世界月標の案は､2013年 1月 21日-29日の第 132回執行

理事会を通して､2013年 5月の第 66回世界保健総会で採決される予定で

ある｡
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25個の指標
がん発症･NCDs早期死亡

食塩摂取･飽和脂肪嘩摂取･果物野菜摂取･過体重/肥満(2指標)･低身体活動(2指標い血糖高値嘩 尿病
･血圧高嘩･総コ●レ不テロ｢ル高値･アルコールの有害使用(3指標)･たばこ使用(2指標)

緩和ケア･飽和脂肪酸/PHVOを除去する政敵 必須医薬品/基哀技術'HPVワクチン
･子供への販売促進抑制政策I心臓発作と脳卒中予防の薬剤療法･子宮現がん検診･HBVワクチン

2025年までに達成と設定

NCDs:非感染性疾患
25の指標､9の目標より構成
第66回世界保健総会(2013年)において採択の予定



非感染性疾患(NCDs)の予防管理のための自発的世界目標と指標の概要

2012/ll/21公表版の仮訳

(http://ipps.who.int/gb/ncds/pdf/LNCDL2-en.pdf)

1.NCDs早期死亡 ′､

目標 :循環器疾患､がん､糖尿病又は慢性呼吸器.●循環器疾患､がん､糖尿病又は慢性呼吸器疾患に
疾患による死亡の25%相対的減少 より30-70歳に死亡する未鯛整確率

:rゝ.-.;-;潔; I---I.- _.pー_.. ,:,一,∴. ≡;こ.5-I_...二_ :.._=_..･-:-'A...

行動危倹因子

2.アルコール¢有害使用[脚注'] I

-目標..‥各国の実情に応 じて適当なアルコールの有 ●各国の実情に応じて適当な人口1人 (15歳以上)

害使用【脚注2】の章低 10%相対減少ヽ 当たりの (簡計上及び統計で把握されていない)年間純アルコール消費総量●.'各国の実情に応じて適当な青年と成人の間欠的大量飲酒者の年齢標準化割合 ー+ 各国q)実情に応じて適当な青年と成人のテルコ-.ルに関連する疾病羅患及び死亡

3.低身体活動 一 一

目線 :身体活動が不十分な者の割合の 10%相対減 ●.二身体活動が不十分な青年の書幅 (毎日の中等度か

少 ら一高度の活動が60分未満と定義)●身体活動が不十分な18歳以上の者の年齢標準化割合 (適当たりの中等度の活動が150分以下又は同程度と定義)

4.食塩/ナ トリウム痕取 ､
目標 ■:食塩/ナ トリウムd)平均集団搾取量の 30%●18歳堺上の者b)､-日当たり.の食塩(塩化ナ トリ
相対減少【脚注3] ウム).のグラムでの平均集団摂取量d)年齢標準化平均値

5/たばこ使用 1

目標 :15歳以上の者の､現在たばこ使用の割合 ●青年の､現在たばこ使用の割合

の30%相対減少 ノヽ ●18歳以上の者の､魂在たばこ使用の年齢標準化割合
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生体危険因子

6∴血圧高値

目標 ;各国.の状況 に応 じて､..:血圧高値有病率の ● 18蒔以上の､血圧高値の年齢標準化有病率 (収

25%相対減少∴又は､血庄高値有病率の抑制 緬期血圧≧140mmHg女は拡張期血圧≧90mmHgと定義)-..tと､平均収縮期血圧

7二糖尿病と肥満【脚注4】

目標 :療尿病と肥満の上昇の抑止 ● 18歳以上の者で､血糖高値/糖尿病の年齢標準化有病率 .(空腹時血祭血糖≧7∴Ommol/L(126mg/dL)又は血糖高値ベの薬剤治療と定義)●青年の､p過体重と肥藩の年齢標準唯割合 (WHOGrowth.Reference-ヒ従い､.性年齢ごとの 1.標準偏差のBMⅠを過疎重､性年齢ごと.の2標準偏差の'BMⅠを肥鹿と定義)●て〆18歳以上の､過体重と肥満め年齢標準化割合 (過休軍と.Lt.BodyM.assIndex25kg/n2以上､肥満として50kg/m2以上と衰義十

iI:pT日三:妻司莞結 -I-言三r
I,-､-

I.8.. 心 臓 発 件 と脳 卒中予防の薬物嘩法

目標 ‥心 臓 発 作 と脳 卒 中 予防のために薬剤療法と..●鞍 心臓発作と脳卒中予防のために薬剤療法と相琴

-相 談 (血 糖 管 理 を 含 む )を-受 け ている適当な者が (血糖管垣を含む)を受けている適当な者(緬環器

少 な く と も 50% 疾患を有するものを含む､10年循環器疾患リスクが 30%以上 の.40歳 以上 の ものと定義)の割 合

9.'主 要 NCDs治 療 の た め の NCD必 須 医薬 品 と基 本 技 術

目標 :公 的 .私 的 双 方 の 医 療 機 関 で ､主 要 な NCDs 4 年 的 .私 的双 方 の 医療機 関 での ､質が高 く,､,安 全～

治 療 の た め に 必 要 な ､手 頃 な 基 本 技 術 と ､ジ..I ネ で ､有効 な､._ジ ェネ リック を含 む､ーNCP必須 医薬

脚注 1:各国は､各国の実情に応じて適当で､かつWHOのアルコールの有害な使用を低減するための世界戦略と整合した形で､大量飲酒､

人口1人当たりアルコール消費総量､アルコール関連疾病羅患 t死亡を含む､有害住用の指標を1つ又は複数選択する｡

脚注 2:WHOアルコールの有害な使用を低減するための世界戦略では､アルコールの有害使用の概念は､健康に悪影響を与えるリスクが1

増加するような飲酒パタ⊥ンのみならず､飲酒者自身及び飲酒者の周囲の者や社会全体の嘩康若しくは社会的立場に悪影響を及ぼすよ

うな飲酒を包含する｡

脚注3:附0の勧告は 1日1人当たり食塩5g以下又はナ トリウム2g以下｡

脚注4:各国は国内の状況に応じて適当な指標を選択｡

※間欠的大量飲酒者 (Heavy-episodicdrinkers)とは :週に1回以上､1回につき60g以上の純アルコールを摂取する者

4



その他の指標

死亡 ･発症

●10万人当たりの部位別がん発症
直垂重要 ,●l日当たり果物と野菜を5皿(400グラム)未満食べている者の年齢魂整割合(18歳以上)
● 18歳以上の者の∴飽和脂肪酸からの総エネルギー摂取割合の年齢標準化平均値 [脚注]

● 18.歳以上の者の､総コレステロール高値の者の,年齢標準化割合 (総コレステロール≧5.0∫

mmoI/Lまたは190mg/dLと定義)と総コレステロ丁ル平均値

内政策の対応

●､少なくとも1回以上子宮頚がん検診を受けたことがある30-49歳の女性の割合と､国の
施策や政策に基づいて､より低い又はより高い年齢層の女性の割合

●･小児に実施された Hep-Bワクチン3回接種 (HepB3)の数で把握されたB型肝炎に対する

ワクチン接種率

● 適当な場合には､もし糞用対効果がよく入手可能であれば､国の施策と政策に従い､ヒ

トパピローマウイルスワクチンの利用可能性

● 飽和脂肪､トランス脂肪酸､無糖甘味料や食塩が多い食品と非アルコール飲料の販売促

進による子供への影響を減らす政策

● がん死亡当たりの(メタ ドンを除く)強力オピオイド鎮痛剤のモルヒネ等量消費量によ

る緩和ケアへのアクセス

● 国の状況と施策において適当な場合には､飽和脂肪酸を制限し､食品添加物から部分水I

素添加植物油を実質上取り除く､､国の政策の適応

脚注 :飽和脂肪酸の幅広い分画にある個々の脂肪酸は特有の生物学的性質と健康影響を持ち､それらは作成中の食事基準と関連づけ
～

ることができる

指標の数は､死亡 ･罷恵で2個､危険因子で15個､一国内政策の対応で8個
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■l- I1調査の必要

資 料 7

入J･.?関連事故の琴態把握及び予防策lこ関する研究について

厚生労働省

がん対策･鹿康増進喪

(1)背景 ′

OWHOの死因統計によると､溺死者数が日本は他国に比べ多く､うち4分の3が高齢者である｡

I0厚生労働省人口動態調査によると､死因を｢家庭内溺死｣とされた者は 20~年前の3･T4倍に増

加ム近年は年間4,000人以上で､うち約9割が高齢者である｡

○東京都での調査※1によると｣入浴関連事故は冬季に多い(12､γ2月に年間の約5割が発生)0

また,同調査に基づき､全国や_入尊卑皐野草数娃約1万4千人と堆艶されている｡

※1入浴事故防止対策調査研究委員会｢入浴事故防止対策調査功究委員会東告書｣東京救急協会 2001年3月

(2)課琴

○入浴関連死は､死亡診断書/死体検案書で｢浴槽内での溺死･溺水｣(外因死)だけでなく｢疾病

に起因する病死｣.(内因死),(=も分類され得るため､軍国鋲計のみで特異塵廼嘩重唱 艶

○調査研究は2000申 こ東京都で行われて以来､実施されていない｡

〇人琴関連事故の病態も予防策も明らかにされていない.

(3)国会での質疑

○平嘩 24年3月22日､参議院厚生労働委員会で痩辺孝男議員(公)から次の質問あり｡

r'入浴関連事故窄予防するために､その原因等の実態把握を行うための調査や研究を行うべき｣

これに対し､小宮山厚生労働大臣が｢入浴に関連した死亡等を予防する観点から､健 ･局を中

心に調査研究体制を構築していきたい｣と答弁｡

卓二頭 ､

厚生労働科学研究(循環器疾患･糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業)として畢成24年度

から新規に研究班※之を設置｡

※2｢入浴関連事故の実態把握及び予防対策に関する研究｣(研究代表者:堀 進悟)

○平成 12年度に東京都で行われた調査手法を活用して実態を把握(上記※1)｡

平成24年10月～平成25年3月に､人口構成及び気候の異なや地域3か所程度で実施｡

○予防策の検討と効果検証を行い､普及啓発して入浴関連事故の予防を目指す｡
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｢入浴中急死の原因は浴槽内発生の熱中症｣とする仮説に基づき､
日本特有の入洛関連事故の実態把握､病態解明及び予防策を提案する



平成12年度入浴事故防止対策調査研究委員会報告書 (平成13年3月)ヽ
概 要

0財団法人東京救奉協会の研究として､東京消防庁による入浴事故Tの実態調査を実施o

O調査地域:乗車消防庁管轄区域内(東京都のうち稲城市及び東久留米市を除く区域)

○調査期間 :平成11年10月ん平成12年3月-(6ケ月間)･

○調査対象 :浴室内で傷病が発生し､赦急隊が出場した救急事例

0デ･Tタ提供者 ･:

①救急隊 (東京消防序の牟救急隊198隊)

救急隊が ｢入浴事故に伴う救急事故調査用紙｣を記入｡

@搬送先医療機関の担当庭師

救急隊から担当医師に説明･､依頼し､担当医師が ｢入浴事故調査表｣を記入｡

①救急隊からのデータ･(1.087件)

･○気温が低くなる時期に発生件数が増加 (10月･138件 vs.1月229件)｡

○浴槽内での発生が,76%､洗い場が18%､脱衣所が4%であった. 'ヽ

○年齢が判明した9､70件のうち､7割が70歳以上であった｡.

o心肺停止は574件､(53ro)､92%が浴槽内七発生し､71%が溺没 (顔面が水没).

o浴槽から自力脱出困難卑傷病者 (救助例)は258件 (24L%-).I-その28(yoに溺没を

認めた｡自力脱出困難の主な理由は意識偉害で､その原因として入浴中の低血

圧 (16%)●､高体温 (3声度以上40%)の関与が考えられた.

0心肺停止群では事故発見に平均約60分を要し､救助群では約30分であった｡
l

②搬送先医療機関からのデータ (回答率50%､553件)

○救助例 155件の診断は一過性意識障害85%､意識障害6%､くも膜下出血4%､.

脳串血2%､痘撃発作2%∴脳梗塞1%であっ･た｡

○救助例の心電図施行率は57% (庫血性病変0%)､頭部CT施行率は58%､(出血性

病変8%)であった｡

○救助例の半数は帰宅していた｡ '

4



匝二重頭 ､

○入浴事故を､救急隊到着時に心肺停止､.浴槽発生で救助を要した群 (救助例)､

自力脱出した群､外傷等の4群に如 ナ七検討を行な?た.入浴中のヒト体温は1

時間以上浴睡内にいた場合に浴槽水温と等､しくなる (生存困難)ことから､救

助例は発見が遅れれば心肺停止となったハイリスク集団と考えられた｡㌔

○救助群0)病院データの解析から､従来は入浴中急死の原因と考えられた心臓病お

よび頭蓋内出血の可能性は､.多くの例で否定的であった｡
ノ

~O入浴中急死は､体温上昇率よ.び低血圧によ.る意識障害のために出.浴が困難となり､
さらに体温が上昇して致死的になる病態 (熱中症)と考えられた｡

〇人庭中急死の防止に昼､①入浴中の意識障害の早期発鼻 (声掛け入浴)､②体温

上昇を抑制する入浴方法 (高温浴の回避,長時間入浴の回●遊､半身浴､浴室温

度の上昇)が有用と考えられた｡̀
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野考 資 料

健発07､31第 8号
平成24年7月3-1日

厚生労働省健康局長

都道府県知事

保健所設置市長

特別区長

埠域保健対策の推進に関する基本的な指針の一部改正について ､

地域保健法 (昭和2.2年法律第 10LI号)第4条第3項 の規定に基づき､∴地域保健対
策の推進に関する基本的な指針の一部を改正する件 (平成24年厚生労働省告示第46

4号)が本 日告示されたところであるが､この告示による改正の趣旨及び内容は下記の

とおりであるので､これらを踏まえっヶ 所琴の取組を進めると･ともに､貴管下市町村､
関係団体及び関係機関等に対する周知徹底方をお願いする｡

記

第 1' 改正め趣旨

地域保健野策については､とれまで､地域保健法第 4条第 1項に基づく地域保健対策
の推進に関する基本的な指針 (平成 6年厚生省告示第374号｡以下 ｢基本指針｣ とい

う.)に基づき推進されてきたところである.

しかし､少子高齢化の更なる進展､共働き世帯や単身世帯の増加などの国民の生活ス

タイルの変化､国民の健康課題としての非感染性疾患 (NCD)対策の重要性の増大や食
中毒事案の広域化など近年の地域保健を取り巻く状況は､大●きく変化しており､地域保ヽ I

健行政は十地方公共団体間での役割の見直しが行われる中でその役割が多様化している
ため､行政を主体とした取組だけでは､今後更に高度化､多様化 してい.く̀国民のニーズ

に応えることが困顛な状況となっている｡また､保健事業の効果的な実施､高齢化社会I

に対応し五地域包括ケアシステムの構築や社会保障を維持 ･充実するために支え合 う社

会の回復が求′められている状況に加えて､平成 23年 3斉11日に発生した東日本大震

災における被災者の健康管理において様々な課題.が表出LT=ことL等を踏まえ､今般､基
本指針について所要の改正を行ったものやある｡

第2 改正の内容
1.ソーシャルキャピタルを活用した自助及び共助の支援の推進について

Ll



地域保健対策は､個人のニーズにきめ細かく対応するため､市町村による保健サ

ービスと福祉サービスの一体的な提供を中心に推進してきたが､近年の地域保健を

取り巻く状況の変化を踏まえ､更に多様化､高度化する住民ニーズに対応するため一

には､これまセの行政による取組だけでは困難な状況となっている｡

こうしたことを踏まえ､平成2~4年 3月27 日にーとりまとめられた地域保健対策

検討会顛告書では､今後の地域保健対賓のあ'り方と･して､個々の住民に対する行政

サ ービ̀ス.を充実させると･ともに､地域に根ざした信額や社会規範､ネットワークと

いった社会関係資本等 ,(以下 ｢ソーシャルキャピタル｣-という｡)の綾となる人材の

育成や､その存在する場である学校や企業､NPO等の民蘭団体､~ボランティア団

体や自助グループなどへの支援や活用卑通じて地域住民の共助活動の活性化を図る

ことが畢要である旨の指摘がなされている｡

以上のことから､以下の事項について規定したものせある｡

なお＼､これまでも保健活動推進員や食生~活改善推進員等のソーシャルキャ ピタル､

の核となる人材により,･地域における健康づくりに関する共助の琴組が進められて-

いるが､近年の都市化の進展や住民e?生活スタイルの変化に対応した共助の体融の

再構築を目指､して､その核となる人材の育成等に関.し､国､都道府県､市町村が取
り組むことが必要である｡ ′

(1)地域保健対策ゐ推進の基本的な方向の事項たおける自助及び共助の支援の推進

の事項として次の内容を追加すること｡

少亘高齢化の更なる進展等社会状況の変化を踏まえ､住民の自助努力に対する

支援を充実するとともに､共串の精神で活動する住民に対し､ソーシャルキヤピ･

タルを活用した支援を行うことを通じて､多様化∴高度化する住民のニーズに応

えたサービスを提供する必要があることO

都道府県畢び市町村は､地域保健対策を講ずる上で重要な社会資源について十

分に調査し､ソーシャルキャピタルの核となる人材の育成に努めるととも豆､学

板､企業等に係るソーシャルキャピタルの積極的な活用を図も必要があること.

(､2)保健所甲運草に関する事項における企画及び調整の機韓の強化に関する事項と

して次の内容を追加する土と｡ t

ソーシャルキャピタルを活用した健康づ.くりの支援を推進すること｡

(3)市町村保健セ.yタ-の運宮に関する事項として次の内容を追加するこ,と.i

市町村町 市吋村保健センター等の運営に当たっては､地域のN'PO､民間一団＼

体筆に係るソーシャルキャピタルを活用した事業の展開に努めること｡

また､市町村健康づくり推進協議､会及び検討協議会の運営に当たっては､学校

及び企業等との連換及び協力を図るとともに､地嘘のNPO､民間団体等に係る

ソーシャルキヰピタ/Yの核である人材の参画も得て､地域の健康課題を共有しな

がら地域保健対策を一体的に推進することが望ましいこと｡

(.4)地域保健対策に係る人材の確保に関する事項と.して次の内容を追加すること｡

① 市町村は､行政職員の育成のみならず､地域においてソーシャルキャピタル

の核となる人材の発掘及び育成を行うとともに､学校､企業車との仲立ちとなIJl
-＼る人材の確保についても計画的に取り組むこと.
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②._国峠､･健康なまちづくりの全国的な推進のため､地方公共団体等が行うソー

､シャルキャピタルの核となる人材の育成樗係る支援に努めること.

(.5)地域住民とめ連携及び協力に関する事項として次の内容を追加すること｡

① ソヤシャルキャピタルを活用し､住民参画型の地域のボランティア等の活軌

や地域の企業による活動が積極的に展開されることが重要であるこ′と｡

② ソーシャルキャピタルは∴健康危機が生じた場合に地域住民の心の支え合い

.等に有効を手機箪するこ･とかち､市町村､都道府県及び国は､健康づくり活動や

行事等の機会を通じて､ソーシャ.ルキヰピタル を醸成していく取組を推進する
ことが必要であること｡

21･地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくりの推進につ_いて

健康増進法 (平成 14年法律第103号)篇 7･条第1項甲規定に基づく国民の健

･.康の増進の総合的な推進を困るた吟の基本的な方針の改正において､個人の健康は､/

家庭､学校､地域､職場等の社会環境の影響を受けることから､社会全体として､
個人の健康を支え､寺る環境づくりの＼取組を総合的に支援する環境を整備すること

や､地域や世代間の相互扶助など､地域や社会の粋､職場の支援等が機能すること

により､時間的丈は精神的にゆとり●のある生活の確保が困難な者や､健康づくりに

関心のない者等も含めて､._社会全体が相互に支え合いながち､国民の健康を守る環

境を整備する土と.が示されている｡また､報告書において渡･､ソ-シャルキャピタ

ルを活用した健康づくり活動･を展開することによ.り､.住民が-積極･的に他の住民と交

線し､地域の粋がさやに深まっ′たという事例や自治体全体の政策課題Ltして ｢健康｣

･をキーワー ドに掲げ､保健医療分野だけでなく組織全体で推進している事例も報告

されている｡

一方､平成 22年国民健康 ･栄養調査結果では､所得や地域によ･る肥満及び生活

習慣の準況の違いが報告されている｡こあほか近年の社会経済的状況の変化を踏ま
え､地域､職業､経済力､世帯構成等による健康状態やその要因となる生活習慣の

差が報告されており､こうし五健康格差が､今後深刻化するこ'とが危倶される.

以上のことから､･ソーシャルキヰピタル妄活用し地域の琴性をいか した保健と福

祉の健康なまちづくりを推進し､個人の努力だけでなく地域社会全体で健康を支え､.

守ることができる環境づくりを目指し､以下の事項について規定したものである｡

(1)地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくりに関する事項として次の

内容を通力.口すること｡

-市町村は､住民のニーズを踏まえた上で､嘩健サービス及び福祉サービスを一

体的に実施できノる体制を準備することが必要であること｡また､これに加え､市

町村は､埠域保健を取り巻く状況の変化を踏まえ､行政サービスの充実だけでな

く､学校､企業等の地域の幅広い主体との連塊を進め､住民との協働による健康

なまちづくりを推進し､全ての住民が健康づくりに､取り組むことができる環境を

■整備することが求めちれるこ と｡

(2)一保健所の運営に関する事項における都道府県の設置する保健所に係る鹿康なま

ちづくりの推進の事項として次の内容を追加するこ と｡
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① 市町村による保健サ｣ビス及び福祉サービスを一体的に提供するとともに､

ソーシャルキャピタルを広域的に醸成し､その活用を図ること｡また､学校､

企業等の関係機圏 との幅広い連携を図る土とLにより､健康なまちづくりを推進

すること｡

率 ′保健所は､地域の健康課題を把握し､医療機関間の連携に係る調整､都道府
県による医療サービスと市町村による保健サービス及び福祉サービスとの連携

に係る調整を行うことにより､地域におや､て保健､医療､福祉に関するサービ

スが包括的に鹿供されるよう市町村や関係機関等と重雇的な連携体制を構築す■′
ること｡ ･

3.医療､介護､福祉等の関連施策との連携強化について

効率的か?効果的な∫地域保健活動の展開を推遅するため･､華域保健対策の推進の

基本的な方向に関する事項における医療､介準､福祉等の関連施策との連携強化の

･事項として｣以下の内容について規定したものである｡

(1)住民のニーズの変化に的藤に対応するためには､地域における保健､医療､介

轟､福祉等とそれぞれの施策間での連携及びその体制の構築が重要であること｡

このため､市町村は､住民に身近な保健サービスを介護サービス又は福祉サービ

スと｢体的に提供できる体制の整備に努めること｡

(2)都道府県及び保健所 (都道府県が設置する､保健所に限る｡)は､広域的な観点か

ら廓道府県奮内の現状を踏まえた急性期､回復期及び維持期における医療機関間

の連携､琴療サーゼキと介護サ⊥ビス及び福祉サ⊥ビス間の連携による地域匂括

ケアシステムの強化に努める.ことが必要であ●るこ と･｡

(3)､医療機関間の連携体制の構篠において.は､多くの医療機関等が関係するため､

保健所が積極的に由与し､灘 域の医師会等と.の連携や協力の下､公平 ･公正な立

場からの詞撃機能を発揮することが望まれること｡

なお､保健所は､所管区域内の健康課題等の把握､評価､分析及び公表を行い､

都道府県が設置する廃健所にあっては所管区域内の市町村と情報の共有化を図る′

とともに､●､当該市町村と重層的な連携の下､地域保健対策を推進する堰か､介嵐 .

及び福祉等の施策との調整についても積極的な役割を果たす必要があること｡

4.,地域における健康危機管理体制の確保について

東日永大震災において､健康危機事案発生時における住民の健康管理の拠点であ

る保健所や市町村保健センターそのも.のが被災した.報告書に率いては,避難住民

の健康状態や避難所の衛生状態などの情報の把握及び共有や保健師の配置等の保健

･調整機能の確保等が課題として指摘されたことから所要の見直しを行うこととした｡

また､新型インフルエンザ等対策特別措置法 (平成2＼4年法律第51号)が制定

されたことも踏まえ､以下の事項について規定したもので奉る.
(1).地域保健対策の推進の基本的な方向に関する事項における地域における健康危

機管理体制の確保に関する事項として次の内容を追加すること.I.

① 都道府県及び市町村は二大規模災害時に十分に保健活動を実施することがで
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きない状況を想定し､他の地方公共団体や国とも連携して､大規模災害時の情

報収集､医療機関とゐ連魂を含む保健活動の全体調整､保健活動-の支援及び

人材の受入れ等lに関する体制を構築する必要があること｡

② 国､都道府県及び市町村は､~健康危機の発生時に地域住民が状況を的確に琴

識した上で行動がセきるよう､地域住民や関係者との相互甲情報及び意見の交

換 (以下 ｢-リスクコミュニケーション｣ という｡)を実施するよう努める必要が

あること｡

(2)保嘩所の運営に関する事項における地域における健康危機管理の拠点としての

機能の強化に関する事項として次の内容を追加すること｡

健康危機管理に対する住民の意識を高めるため､リ-スクコミュニケ一.㌢ヨシ に

.努めること｡_

(3J).その他の地域保健対策の推進に関する重要事項における地域における健康危機

管理体制の確保に関す.る事項として次の内容を追加すること｡

① 都道府県は､･健康危機に関すさ事案の発生時に､市町村と有機的に連携した

対応ができる.よう､市町村と密接な連携体制を整えること｡

② 都道府県及び市町村は､複数の都道府県に及ぶ大規模災害の発生に備えて､

地方公共団体間で情報収集､情報提供､■琴支援者-の支援等の保健活動の連携

体制を強化するとともに∴国は､広域的な災害に係る保健活動に資する人材の

育成を支援し∴保健活動に携わる保健師等について､.迅速に派遣のあっせん ･

調整を行 う仕組みを構築すること｡

･③ 廟型インフル土シザ等対策については､新型イーフルエンザ等対策特別措置

~法に基づき′､新型イノンフルエンザ等の発生に備えた万全の体制を確立する･ため､

都道府県は､政府行動計画に基づき都道府県行動計画を､市町村は､都道府県

行動計画に基づき市町村行動計画を速やかに策定する羊と｡保健所及び地方衛

生研究所は､当該行動蘇画を踏まえ､地域の保健医療の管理機関として'の機能

及び役割を東たすとともに､都道府県は､市町村-の技術的支援などを積極的

に行うこと､. ･

5.学校保健との連携について

ライフステ｢ジを通じた正しい生活習慣の確立のためには､.生活習慣が形成され
る時期に展開される学校保健と地域保健とが密接に連携することの意義は極めて大

きい.同時に､学校は､~児童生徒のほか保護者や地域住民にとっても交流の場とな

っており､地域のツーシャルキャピタルが存在する場と位置付け活用することが重

要である｡このこ･とから､例えば､保健所や市町村保健センターが学校医､学校歯

､科医､学校薬剤師琴との連携の場である学校保健委員会やより広域的な協議の場へ

参画するなど､これまでの地域保健と産業保健との連携に加えて､学校保健との連

携についても推進することとし､地域保健､学校保健及び産業保健の連携に関する
事項として､以下の内容について規定~したものである｡

(1)保健所及び市町村は､学校､地嘘の学校医等との連携を図る場である学校保健

∵委員会やより広域的な協議の場に可能な限り参画し､学校等との連携体制の強化
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に努めること｡

(2)地域保嘩対策に関する計画の策定に当たっては､学校嘩健及び産業保健との連

･携を図りつつ､整合性のとれた首標､行動計画を立て､それに基づき保健活動を

推進すること｡
IT.こ-J_i--'-

6.科学的根拠に基づいた地域保健の推進について

これまでも､地域保健対策は科学的根拠に基づき推進されてきたが､報告書にお

いては､地域保健対策に関する計画が地域において､･調和のとれた計画として｢体
的に推進されることが効果的であること､また､住民との協働としその改組を推進

するためこ標準化された情報に基づく､住民.-の分かりやすい情報提琴を含めたP

DCAサイクルを確立すること等が重要であると指摘されたことを踏まえ､以下の

事項紘っいて規定したものである.

(-1十科学的根拠に基づいた地域保健の推進に関する事項として次の内容を追加する
こと｡

① 健康づくりに関する計画､がん対策に関する計画､母子保健に関する計画､

健康危機管理に関する計画等め嘩域保鹿対策に関する計画について､･地域にお

し?て共通する課題や目標を共有し推準することが望ましいこと.
② ､国､都道府県及び市町村は､地域保健に酪して∴それ亘れが共通して活用可

能な標準化された情報の収集､分析及,び評価を行い､̀その結果を計画に反映さ∫

せ るととも古手､関係者や地域住民に広く公表することを通 じて､塵域の健康課

題とその解決に向けた目標の共有化を図り､.地域保健対策を一体的に推進する

ことが重要であること.ま た､保健所及び地方衛生研究所は技術的中核機関と

して∴情報の収集､分析及び評価を行い､積極的にその機能を果たす必要があ
る･こと｡

(･2)市町村保健センダーの運営に関する事項として次の内容を通力ロすること｡､/
市町村は､保健所等の関係機関による施策評価を参考として業務の改善に努め

ること｡

7.保健所の運営及び人材確保について

報告書においては､母子保健対策を始めとした保健業務に関する都道府県から市

町村-/の療管が進み､都道府県の設置する保健所に求められる役割等に変化が生じ
ているとの指摘がなされた｡

また､医師である保健所長の確保が困難な状況が続いており､保健所長の兼務が

増加傾向にあるとの現状も踏まえ､以下の事項についで規定したものであ_る｡

なお､保健所は健康危機の発生時の重要な管理拠点であ′り､保健所長による的確

かつ迅速な判断と指示やミ重要であることから地域廃健法施行令 (昭和2'5年政令第

77号)'第4条第1項の規定に基づく医師である保健所長の配置は重要であり､国

においても､■公衆衛生医師確保推進筆録事業や医師､医学生-の普及啓発の実施な

ど公衆衛生医師確保対策を引き続き推進することとしている｡

(1).保健所の運営に関する事項における専門的かつ技術的業務の推進に関する事項
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の一部に?いて次のように改正する､こと'.

地域保健対策に関する専門的かづ技術酌な業琴について機能を強化するととも＼
･に∴地域嘩健対策-の地域住民のニーズの把瞳に努めた上で､専門的な立藤から

企画､調整∴指導及びこれちに必要な事業を行うとともに市町村-の積極的な支

撃に努める′こと.

(2)地域保健対策に係る人材の確保に由する事項と･して次の内容を追加すること｡

都道府県､政令市及び特別区は､医師である専任の保健所長の確保が著しく困

難である場ノ斜こは､保健所長の職責の重要性に鑑み､臨時的な措置として､地域

保健法施行令第4条第2項各号のいずれにも該当する医師でない地域保健法第5

条第 1項に規定する地方公共団体の長の補助機関である職員を保健所長として寵

置するように努めることO･

8.地方衛生研究所の機能強化について

広域化する食中毒の発生や強毒性の薪型インフルエンザ等の感染症の発生が懸念

されるなど､全国的なサーベイライス機能の強化や迅速な検査体制の確立が求めら

れていることから.､地域における科学的かつ技術的な中核機関である･地方衛生研究

所の機能強化Lとして､以下の事項を.こついて規定したものである. /

(I1)地域保健に関する●調査及び研究に関する基本的事項における地方衛生研究所に

関する事項について次のように改正すること｡

磯 方衛生研究所は､保健所等と連携しながら､｣也壕におけ､る科学的かつ技術的

に中核となる機関として､･その専門性を活用した地域保健に関する調査及び研究

を推進すること｡

(2.-)その他地域保健対策の推適に関する重要事項における地方衛生研究所の機能強

化の事項として次の内容を追加すること｡

地方衛生研究所を設塵する埠方公共団体は､強毒性の新型インフノレエンザ等の

感染症の発生や広域化する食中毒の発生等に備えたサーベイランス機能の強化や

迅速な検査体制の確立と検査精度の向上が求められていることを踏まえ＼地域に

おける科学的かつ技術的を手中核となる機関と∴して地方衛生研究所の機能の一層の

充実強化を図ること｡ ＼
1

9･快適で安心できる生活環舞の確保につし,､て･ L

報告書においてこ地域住民が安心できる生活環境を確保するため､食中毒の広域

化等に対応した情報共有体制の強化や監視員等の資質向上等とともに生活衛生同業

組合等の自主的な取組の推進やリスクマミュニケ｣ションによる住民理解の促進が

重要であると指摘されたことを踏まえ､以下の事項について規定したやのである｡
(1)快適で安心できる生活環境の確保に関する事項として次の内容を追加すること｡

都道府県､国等は､食中毒等に係る情報共有体制の強化や食品衛生監視員等の.

資蜜向上等を通じた保健所の機能強化に努めるこき.また､消費者及び地域住民

に対するサービス並びに食品の安全性等に係るリスクコミュニケ∵ションを進め
ることが必要であることム
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(2).その他地域保健対夷の推進に関する重要事項における生活衛生対策に関する事

項として次の内容を追加す-ることく∴

都道府県､政令市及び特別区は､生活衛生同業組合が理容業､美容業､クリー

ニング業､.飲食店営業等の分野の衛生及び経営に関する課題を共有して､地境社

会における公衆衛生の向上を図る役割を有していることを踏まえ､新規営業者等

に卑して生活衛生同業組合についての適切な情報提供を行 う等､その機能や組織

?活性化を図ること.また､生活衛生関係営業については､埠方公,共団体間で監

視指導状況に大きな格差が生じている現状があり､監視指導の首標を設定する等こ

住民が安心できる体制の確保を図_ろこと.I

(3)その他地域保健対策の推進に関する重要事項における食品安全対策に関する事

項として次の内容を追加すること｡

都道府県∴政令市及び特別区並びに保健所は､教育活動や広報活動を通じた食

品安全に関する正しい知識の普及､イ ンターネッ下を利用した電子会議の実施等

を通じた食中毒に関する情報の収集､撃理､分析､提供及び共有等を図ること｡

また､近年広嘩化している食中毒等飲食に起因する事故に対して､食中毒調査支.I
援システム等を活用し､国､他の都道府県等及び関係部局と連携を図り■､必要に

応じて実地繭査を行う疫学の専門家等の支援も得ながら､原因究明､被害拡大防

止､再発防止対策等の二連の措置を迅速かつ的確に行 うことができるよう体制/を

整備すること~｡

10.国民の健康づ くり及びがん対策等の推進について

健康増進法第7′条第1項の規定に基づく国民の健康増進の総合的な推進を図るた

めの基本的な方針の改正′が行われたこと.､ま た､がん対策､肝炎対策及び歯科口腔

保鍵対策の推進が重要な課題となっていることを踏まえ､以下の事項を規定したも

のである｡

(1)･国民の健康づくりの推進に関する事項として次の内容を追加すること｡

健康づく一りの推準に当たっては､∴医療保険者､医療機関､､･薬局､地域包括支援

セシター､教育関係機関､マスメディア､企業､ボランティア団体等から構成さ

れる中核的な推準組織が､市町村保健ヤンタ-J保健所を中心として､都道府県

二健康増進計画及び市町村健康増進計画に即して､これらの健康増進計画の目標を

達成するための行動計画を設定し､各機関及び団体等の取組をそれぞれ補完し合

う等職種間で連携を図る羊とにより､地域の健康課題の解決に向けた効果的な取

組が図られることが望ましいこと-0

(.2)国民の健康づくり及びがん対策等の推進に関する事項として次の内容を追加す

ること-.

① 健康増進計画の策定及び掩進に当たって､都道府県､保健所､市町村の保健

､ 衛生部局､医療機関､学校､教育委員会､琴療保険者､地嘩産業保健センダー

等の産業保健蘭係機関や地域の健康づくりに関係するNPO等に係るソーシャ
ルキャピタルの活用及び協力を強化すること｡

② 地域のがん対策の推進に関し､都道府県及び市町村は､都道府県の策定する
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暮都道府県がん対策推進計画に基づき､がんの予防及び早期発見の推進､がん医

療の均てん化の促進､研究の推進等のために必要な施策を講じること｡

都道府県及び保健所は､健康増進法に基づき市町村が実施するがん検診が科/
学的根拠に基づいたものとなるよう市町村との連携を強化するとともに､地域

がん登録の推進によ:9地域のがん対策の現状を把握し､琴療機関間の連携や在

宅医療 ･介護サービ不_との連携を進めるため､地域め関係機関との連携を推進

すること'｡

③ 地域の肝炎対策の推進に関し､廓道帝県及び市町村は､肝炎の予防及び早′期

発見の推進､肝炎医療の均てん化甲促進∴研究の推進等のために必要な施策を

講じるこ_i.

都道府県は､市町村等が筆施する肝炎ウイルス検査に'っいて､関係機関と連

携し､広報を強化するとともに､肝炎診療ネットワークの構犀等の地域におけ

る肝炎医療を提供する体制を確保すること｡

④ 埠域の歯科口腔保健の推進に関し､都道府県は､関係機関等と連携し､地域

の準況に応じた歯科口腔保健の-基本的事項を策定するよう贋 めること.また､

都道府県及び市町村は､保健所と連携して､歯科口腔保健に関する知.蔵等の普

及啓発､定期的に歯科検診を受けるこ一と等の勧勢､障害者等が定期的に歯科検

.診や保健指導を受けるための施策､歯科疾患の予防のための措塵､口腔の健康

に関する調査及び研究の推進等に関する施策を講じるとともに､･都道府県､政

令市及び特別区榛､口腔保健支援センターを設け､歯科医療等業務に従事する

者等に対する情報提供､･研修の実施その他の支援を行 うこ̀と｡
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地域保健法第四条第-項の規定に葦づく堆域保健対策の推進に関する基本的な指針

(平成六年十二月一日厚生省告示第三百七十四号)

最終改正 :平成二十四年七月三十一日厚生労働省告示第四百六十四号

地域保健対策の推進に関する基本的な指針

一少子高齢化の更なる進展や人口の減少と'いうた人口構造の変化に加え､単独世帯や共

働き世帯の増加など住民の生活スタイルも大きく変化するとともに.､がん､･循環器疾患､

糖尿病∴慢性閉塞性肺疾患等の非感染性疾患 (NCD)の増加､健康危機に関する事案′
の変容など地域保健を取り巻く状況は＼大きく変化している｡

二二方､地方公尭団体間に､串いて地域保健に係る役割の見直しが行われる中､地域保健

の役割は多様化しており､行政を主体とした取組だけでは､今後､更をこ高度化､多様化

･していく国民のニーズに応え.ていくことが困難な状況.となっている｡

また､保健事業の効果的な実施や高齢化社会に対応した地域包括ケアシステムの構築､

社会保障を経持 ･充実する冬め支え合う社会の回復が求められている｡

こう.した状況の変化に的確に対応するため､地域保健対策を推進するための中核とし

ての保健所'､市町村保健センター等及び地方衛隼研究所を相互に機能させ､地域の特性

を考慮しながら､医療､介護､福神等の関連施策と有機的に連携し年上で､科学的な根

拠に基づき効果的 ･･効率町 こ地域保健対策を推進するとともに1地域に根ざした信頼や

社会規範､､･ネットワークと.いった社会関係資本等 .(塀下 ｢ソーシ,ヤルキャピタル｣とい

う｡)を活用した住良との協働により､地域保健基盤を構築し､地域住民の健康の保持及

び増進並びに地域住民が安心して暮らせ争地域社会の実現を目指した地域保健対策を総

合的に推進することが必要である｡

この指針は∴地域保健体系の下七､市町村 (特別区を含む.第二の-の2を除き,･以

下同じ｡上 都道府県､国等が取り組むべき方向を示すことにより､地嘩保健対策の円滑

な実施及び総合的な推進を図ることを目的とする｡

第- 地域保健対策の推進の基本的な方向

- 自助及び共助の支援の推進

少子高齢化の重なる進展等甲社会状準の変化を踏まれ 住民の自助努力に対する

支援を充実するとともに､共助の精神で活動する住民に対し､ソーシャルキャピタ

ルを活用した支援を行うことを通じて､′-多様化､.高硬化する住民の二十ズに応えた

サービスを提供す考必要があも｡都道府県及び市町和 ま,-1地域保健対策を講ずる上

で重要な社会資源について十分に調査し ソーシャル,キャピタルの核と′なる人材の

育成に努めるとともに､学校､企業等に係るソーシャルキャピタルの積極的な活用

を図る必要がある｡
■一･.■1.■■■
-住民の多様なニーズに対応したきめ細かなサ｢ビスの提供

住民の価値観､ライフスタイル及びニーズは極めて多様化しており､画一的に提

供されるサービ女から､多様なニーズ等に応じたきめ細かなサーギスJT転換する､こ

とが求められる｡

･こ.のため､住民が保健サービスに関する相談を必要とする場合には､個人のプラ
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イバシーの保護に配慮しつつ適時適切に相談に応じることが可能な体制を整備する

とともに､個一々′め住民のニーズに的確に対応したサービスが提供されるよう､保健

サービスの質的かつ量的な確保､保健サービスを提供する拠点の整備及び人材の確

保等の体制の総合的な整備を推進することが必要である?

また､保健サービスの提供に当たっては∴種類､時間帯､実施場所等に関し⊥個

人による~一定の選択を可能にするよう-配慮するとともに､これらの保健サービスの

提供に関連する情報を適切に住民に提供する必要がある｡

あわせて､民間サヤビスの借用を進めるため∴保健サービスの質を確保しながら

振興策尊を検討するこ-とが求められる｡

地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくり

住民に身近で利用頻度の高い保健サービス及び福祉サービスは､最も基礎的考自

治体である高町村が､地域の療性を十分に発揮しつつJ住民のニーズを踏まえた上

で､二体的に実施できる体制を整腐するととが必要である｡

こ頼 こ加え､市町村は､地域保健を取り巻く状況の変化を踏まえ､行政サ⊥ビス

の充実だけでなく､学校､企業等ゐ地域の幅広い主体との連携を進め､･住民と■の協

働による健康なまちづく.りを推進し､全ての住民が健康づくりに取り組むことがで

きる環境を整備することが求められる｡

また､都道府県及び国は､市町村がその役割を十分に果たすことができる条件を

整備することが必要であ′る｡

四 医療､介護､福祉等の関連施策との連携強化

陸民のニーズの変化に的確に対応するためには､地域における保健､医療､介護､l
福祉等とそれぞれの施策間での連携及びその体制の構築が重要である｡

このため.､市町村は､住民に身近な保健サエビスを介護サービス又は福祉サ⊥豆/
スと一体的に提供できる体制の整備に努める｡都道府県及び保健所 (都道府県が設

置する保健所に限る.)は､広域的な観点から都道府県管内の現状を噂まえた急性期､

回復期及び維持期における医療機関間の連携∴医療サービスと介護サービス及び福

祉サービス間の連携による地域包括ケアシステムの強化に努めることが必要である.

また､医療機関間の連携体制の構築においては､多くの医療機関等が関係するた/

め､保健所が積極的に関与し､地域の医師会等との連携や協力の下､公平 ･公正な

立場からの調整機能を発揮することが望まれる｡

なお､保健所は､所管区域中の健康課題等の把握､評価､､分析及び公i表を行い､

都道府県が設置する保健所にあって亮所管区域内の市町村と情報の共有化を図る-とヽ

ともに､当該市町村と重層的な連携め下,.,地域保健対策を推進するほか､介護及び

福祉等の施策との調整についても積極的な役割を果たす必要が奉る0

五 地域における健康危機管理体制の確保 ●

1 健康危機管理体制め確保 `

都道府県及び市町村は､地域において発生し得る健康危機に対して､迅速かつ

適切な危機管理を行え畠よう､当該健康危機の際に生じ得る地域住氏-の精神的

な影響も考療した上で､地域における健康危機管塵体軸を構集する必要がある｡

このため､都道府県及び市町村は､それぞれの保健衛生部門の役割分担をあら
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かじめ明確にす8,ほか､健康危機に関する情報が､･健康危機管理体制の管理責任

者に対して迅速かつ適切に伝達され､当該管理責任者の下で一元的に管理される

体制を構築するとともに､管理責任者から都道府県及び市町村の保健衛生部門に

対する指示が迅速かつ適切に伝達される必要がある,,また､他の地方公共団体を

含む関係機関及び関係団体との連携及び調整も図る必要があるO･なお､健康危機

管理体制の管理責任者は､●>一地域の保健医療に精通･しているという,観点から保健所

長が望ましい. t

また､都道府県及び市町村古木 健康危確が発生した場合の危機管翠-の対応に

っいて定めた手引書を作成するとともに､当該手引書の有効性を検証するための㌔
訓練､健康危機に対する迅速かつ適切な危機管理を行うことができる人材の育成､

当該危機管塾 こ必要な機器及び機軸の整備等を行う必要がある.

2 大規模災害-の備え

都道府県及び市町村は､大規模災害時に十分に保健活動を実施することが.できI

ない状況を想定し､他の地方公共団体や国とも連携して､ 大規模災害時の情報収

集､医療機関との連携を含む保健活動の全体調整､保健活動-の支援及び人材の

受入れ等に関する体制を構築する必要が奉る.

3 地域住民-の情報提供 ′ ･

国､都道府県及び市町村は｣健康危機の発生時に地域住民が状況を的確に認碍

･した上で行動ができるよう､地域住民や関係者との相互の情報及び意見の交換 (以

下 ｢リズクコミュニケーション｣という..)を-実施するよう努める必要があ争｡

千 ･科学的根拠に基づいた地域保健の推進 (
1 科学的根拠に基づく卜地域保健対策に関する計画の策定と実施

･国､･都道府県及び市町村はヾ地域の健康課題につい､て､住民の健康を阻害する

要因を科学的に明らかにするとともに､疫学的な手法等を用いて地域保健対策の

評価等の繭査研究を行うことにより､科学的根拠に基づく地域保健対策に関する

計画の策定など地域保健対策の企画及びその実施に努める必要があるム

享た､健康づくりに関する▲計画､がん対策に関する計画､母子保健に関する計

画､健康危機管理に関する計画等の地域保健対策に関する計画.(第-の六の2に

おいてイ計画｣という｡)について､地域において共通する課題や目標を共有し推

進することが望ましい｡

2 計画の評価と公表の推進

国､都道府県及び市転相は｣地域保健に関して､それぞれが共通して活用可能

な標準化された情報の収集､分析及び評価を行い､.その結果を計画に反映させる

とともに､関係者や地域住民に広く公表することを通じて､地域の健康課題とそ

の解決に向けた目標の共有化を図り.､地域保健対策を一体的に推準することが重I
要である｡･なお､保健所及び地方衛生研究所は､硬術的中核機関として､情報の

収集､分析及び評価を行い､積極的にその機能を果たす必要がある｡

･七 国民の健康づくりの推進 ー

健康増進法 (平成十四年法律第百三号)に基づきこ国民の健康づくり,を推進する

ため､国及び地方公共団体は､教育痕動や広報活動を通じた健康の増進に関する知
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-識の普及､情報の収集∴整理､分析及び提供､研究の推進並びに健康の増進に係る

木材の養成及び資質の向上を図るとともに､健康増進事業実施者その他の由係者に

対し､必要な技衝的助言を与えるよう努める.ことが必要である｡さらに､都連府県

は､国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針 (平成二十四年厚

生労働省告示第四百三十号.第-や七において ｢基本方針｣ という.)･を勘案して､

都道府県健康増準計画を定め､市町村は､基本方針及び都道府県健康増進計画を勘

案 して市町村健康増進計画を定めるよう努めることが必要である｡また､健康づく

すの推進に当たっては､医療保険者､医療機関､一薬局､地域包括支援センタ｢､教

育関係機関､マスメディア､企業､ボランティア団体等から構成/される中核的な推

進組織が､市町村保鹿センター､保健所を中心として､都道府県健康増進計画及びノ

市町村健康増進計画に即して､これらの健康増進計画の目標を達成するための行動

計画を設定し､各機関及び団体等'の取組をそれぞれ補完し合う等職嘩間で連携を図

ることにより､二地域め健康寒題の解決に向けた効果的な取組が図られることが望ま

しい.また､母子保健分野について早ま､母子保健における国民運動計画において設

定された魂題を達成するため､国及び地方公共団体は､関係者､関係機関及び関係

団体が寄与し得る取組の内容を明確に･して､その活動を推進することが必要である｡

八 快適で安心できる生活環境の確保

地域住民の健康の保持及び増進を図るためには､住民の生活の基盤となる快適で

安心できる生活環塊を確保することが重要である｡

このため､都道府県､国等は､食中毒等に係る情報共有体制の強化や食品衛生監

視員等の資質向上等を通じた保健所の機能強化に努ゆる:とともに､食品衛生協会､

生活衛生同業組合等関係団体に対する指導又は助言に努めることにより､営業者のl

-自主的な衛生管理等を通じた食品安全､生活衛生等の施策の･推進を由り､消費者及/

び住民に野するサービス並びに食品の安全性等に係るリスクコ羊ユニケ'Tショシを

進めることが必要である｡

第二 ､保健所及び市町村保健センタ一･の整備及び運営に蘭する基本的事項

保健所は､地域保健に関する広域的､専西的やつ 技術的拠点としての機能を強化す

るほか､地域の医師会の協力の下に医療機関と･の連携を図Jること等により'､また､市

町村は､住民に身近で利用頻度の高い保健､福祉サービスを一体的に実施するため･､

市町村保健センター等の体制の整備を積極的に推進すること等により､ライフサイク

ルを通し.て一貫した保健､医療∴福祉サー豆スを提供することが重要である｡

このため､市町村､都道府県及び国は､次のよう●な取組を行 うことが必要である｡

保健野

1.保健所の整備

保健所の地域嘩健における広域的∴専門的かつ技術的拠点としての機能を強化

するため､次のような考え方に基づき､̀地域の特性を踏まえつつ規模の拡大並び

に施設及び設備の充実を図ること｡

(-)都道府県の設置する保健所∫

(1)都道府県の設置する保健所の所管区域は､保健医療に廃る施策と社会福祉

･一に係る施策との有機的な連携を図るため､.二次医療圏 (医療法 (昭和二十三
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年法律夢二百五号)第三十条の四第二項第九号に規定する区域をいう｡以下

同じ｡)文は介護俸険法 ー(平成九年法律第百二十三号)第百十八条第二項に規

定する区域とおおむね一致した区域とすることを原則として定めることが必

要であることもただし､現行の二次医療圏が必ずしも保健サ∵ビスを提供す

る体卿の確保を図る趣旨や設定されていないことから､二次医療圏の人口文

は面積が平均的な二次医療圏の人口文は面積を著しく超える場合には地域の

粋性を踏まえっつ複数の保健所を設置できることを考慮する,,=守.

(2)-保健所の集約化により､食品安全及び生活衛生関係垂業者等に対するサー

ビスゐ提供に遺痕がないよう､例ネば､移動衛生相談､関係団体の協力によ

る相談等の地域の特性に応じたサービスを行うことO

(二)政令市及び特別区の設置する保健所 I

(1)政令指定都市 (-地方自治法 (昭和二十二年法律第六十七号)第三百五十二

条の十九第｢項の指定都市をいう..以下同じ.)は､地域の特性を踏まえっっ､

保健所が､従来おおむね行政区単位拝顔置されてきたことに配慮しながら､

都道府県の設置する保健所との均衡及び保健所政令市 (地域保健法施行令 (昭

和二十三年政令第七十七号｡以下 ｢令｣という｡)第-条第三号の市をいう｡一

以下同じ｡)′の人口要件を勘案し､住民が受けるととができるサービスの公平

性が確保されるように保健所を設置することが･望ましいこと｡ ､

(之)政令指定都市を除く政令市 -(令第-条g)市をいうム以下同じ｡)及び特別区

は､都道府県の設置する保健所との均衡及び保健所政令市め人口要件を勘案

し∴地域の特性を踏まえつつ∴保健所を設置することが望ましいこと｡

(3)保嘩所の設置及び運営を円滑に遂行できる人口規模を備えた市やミ保健サー

ビスを一元的に実施することは望ましいことから､人口三十万人以上の市は､

保健所政令市-の移行を検討すること｡
･)4iⅦ一一㌧
人口三十万人未満の現行の政令市は､引き続きその業務の一層の推進を図

ること｡

2 保健所の運営

(-)都道府県の設置すろ保健所

都道府県の設置する保健所 (以下この ('1)に掛 ､て ｢保健所｣と.いう.)は､

歌のような地域保健の広域的､専P鱒 かつ技術的拠点としての機能を強化する

こと｡

(､1)健康なまちづくりの推進

ア 市町村による廃健サービス及び福祉サー豆スを一体的に提供するととも

に､ソーシャルキャピタルを広域的に醸成し､-その活用を図ること｡また､

学校､企業等の関係機関との幅広い連携を図ることにより､健康なまちづ

くりを推進することー｡ ､ /

イ 地域の健康課題を把握し､医療機関間の連携に係る調撃､都道府県によ

る医療サービスと市町村による保健サービス及び福祉サ⊥ビスとの連携に

係る訴整を香 うことにより二∴地域において保健､_医療､.福祉に関するサー

ビスが包括的に提供･5れるよう市町村や関係機関等と重層的な連携体制を
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構築すること｡一

(2)専門的かっ技術的業務の推進 ･l
ア 地域保健対策に一関する専門的かつ技術的な業務について機能を強化する

とともに､地域保健対策-の地域住民のニー女の把握に努めた上で､専門

的な立場から企画｣調整､指導及びこれら■に必要な事業を行うとともに市

町村-の積極的な支援に努めること｡ ､

イ 精神保健､琴病対策､土イズ対策等の保健サービスの実施に当たっては､

市町村の福祉部局等との十分な連携及び協力を図ること｡

ウ 食品安全､生活衛生､医事､薬事等におけ､る監視及び指導､検査実務等

の専門的かつ技術的な業務について､地域住民の快適で安心できる生活環

境の確保を図るという観点を重視し､監視及び碍導の計画的な実施､検査

の精度管理の徹唇等､⊥層の効率化及び高度化を図るこ･とにより｣食品′尊

の広域的監視及び検査を行 う専内的かつ技術的拠点としての機能を強化す
る･こと｡ノ

(3)情報の収集､整理及び活用の推進 -

ア 所管区域に係る保健､懐療､.福祉に関する晴喪を幅広く収集､管理､分

L析及び評価するとともに､関係法令を踏まえっつ､関俸機関及び地域住民

に対して､これらを積極的に提供すること｡ i

イ 市町村､地域の医師会等と協力しつつ､住民からの相談に総合的に対応

できる情報ネットワ｣クを構築すること｡

ウ このため､情報部門の機能強化を図ること｡

(4)調査及び研究等の推進

ア 各地域が抱える課題に即し､地域住民の生活に密着した調査及び研究を

積極的に推進することが重要である｡

このため､.調査疫学部門の機能強化を図ること.ヽ
イ 国は､保健所における情報の収集､.整理及び活用並びに･調査及び研究を

推進するため､技術的及び財政的援助に奏めること.

(5)市町村に対する援助及び市町村相互間の連絡調整の推進

ア′.保健所に配置されている医師を始めとする専門技術職員町 市町村の求

めに応じて､-専門的かつ痕術的な指導及び支援並びに市町村保健センタ†

等の運営に関する協力を積極的に行うこと｡ ＼

イ '市町村職貞等に対する現任訓練を含めた研修等を積極的に推進することI
が重要である｡

このため､研修部門の機能率化を図ること･O ､

(6)地域における健康危機管理の拠点としての機能の強化

ア 健康危機の発生に備え､保健所は､地域の保健医療の管理機関と-して､I

平 常時から､法令に基づく監視琴務等を行うこと正より､健康危機の発生

の防止に努めるほか､広域災害 ･救急医療情報システム等を活用し､地域

医療とりわけ救急医療の量的及び質的な提供状況を把握･し､評価するとと

もに､地域の医師会及び消防機関等の救急医療に係る由係機関と調整を行
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うことにより､地域における医療提供体制の確保に努め､また､′保健衛生

部門､警察等の関係機関及びボランティアを含む関係団体と溺整すること

により､-=れちとゐ連携が藤保された危機管理体制や整備に努めること.

また､健康危機管理に関する住民の意識を高めるため､リスクコミュニケ

-■ションに努めること｡なお､地域の保健医療情報の集約機関として･､.保

健所の対応が可能となるよう､休日及び夜間を含め適切な対応を行う体制

の整備を図ること｡

-.イ 嘩康危機発生時におI､て､保健所は､広域災害 丁救急医療情報シズテ旦

･等を活用し､1患者の診療情報等甲患者の生命に係る情報の収集及び提供､

健康被害者に対する適切な医療甲確保のための支援措置等を図ること.ま

･た､管内の市町村に対して法令に基づき､健康危機管理を適切に行うこと｡

ウ 健康危機発生後において､.保健所は､保健医療福祉に係る関係機関等と′

調整の上､健康危機発生に当たっての管理の体制並びに保健医療福祉の対

応及び結束に関しこ科学的根拠に基づく評価を行い､公表するとともに､

都道府県が作成する医療計画及び障害者計画等の改定に当たらて､その成

果を将来の施策として反映させることが必要であること｡なお､健康危機

による被害者及び健康危機管理の業務に従事する者に対する精神保健福祉

対策等を人権の尊重等に配慮しつつ､推進すること｡

(7)企画及び調整の機能の強化

ア 都道府県の医療計画､介護保険事業支援計画､がん対策推進計画､健康

増進計画､老人福祉計画､-障害者計画等の計画策定に関与するとともに､

各種の地域保健サービ不を広域由 一専門的立場から評価し､これを将来の

施策に反映させ､その時異の公表等を通じて所管区域内q)市町村の施策の

改善を行うほか､地域における在宅サービス､障害者福祉等の保健､医療､/I
福祉のシステムの構築､医療機関の機蘭分担と連携二医薬分業等医療提供

体制の整備､ソーシャルキャビアルを活用した健康づくりの支援､食品安

全及び生活衛生に係るサービスの提供及び (1)から (7)までに掲げる

課題に示 ､て企画及び調整を推進すること..

イ このため､保健所･の新たな役割を十分に担うことのできる人材の確保等

を含め､企画及び調整の部門の機能強化を図ること｡

(二)政令市及び特別区の設置する保健所 ー

政令市及び特別区の設置する保健所は､.市町村保健センタT等の保健活動の

拠点及ザ福祉部局との間の情報交換等による有機的な連携の下に､(-),の (1)･

に掲げる健康なまちづくりP推進､(-)の (2)に掲げる専門的かつ技術的業

務の推進二(-)の･(3)宜掲げる情報や収集､整理及び活用の推進∴(-)の

(4)に掲げる調査及び研究等の推進､(-)の (6)に掲げる健康危機管理機

能ゐ強化並びに((-)の (7)に掲げる企画及び調整の機能の強化に努めるこ

と｡ /

また､政令市及び特別区の設置する保健所を･地域保健医療に対する総合的な

.企画機能を有する中核機関として位置付け､{地域住民のニーカ こ合致した施策
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=二二一一■■-
を展開できるよう弓こすることが望ましいこと.

市町村保健センター ､

1'市町村保鹿センターの整備

～(-)身近で利用頻度の高い保健サービスが市町村において一元的に提供されるこ

･とを踏まえ､各市町村は､適切に市町村保健センター等の保健活動Jの拠点を整

備すること｡

､(二)国は､市町村保健センタ二の設置及び改築尊の財政的援助に努めること｡

(≡)町村は､単独で市町村保健セン一夕一等を整備することか困難な場合には､地＼

域住民に対する保健サービスが十分に提供できるよう配厚しながら､共同で市

町村保健センター等を整備することを考慮すること｡

(四)都市部において早ま､都市の特性をいかしつつ人口規模に応じた市町村保健セ

ンター等の設置を考慮すること.I

(五)国民健康保険健康管理セシター､老人福祉センター､地域包括支援センター

等め類似施鍵が整備されている市町村は､これらの施設の充実を図ることによ

り､.住民に身近で利用頻度の高い保健サービスを総合的に実施するという役割

を十分に発揮できるようにすること｡

2̀ 市町村保健センターの運営 ､ノ
(-)市町村は､健康相談､保健指導及び健康番査等の地域保健に関する計画を第

定すること等により､市町村保健センター等において住民の羊｢ズに応じた計

.画的な事業の夷施を図るとともに､廃健所等の関係機関による施策評価を参考

として業務の改善に努めること｡

(二)市町村は､市町村保健センター等の運営に当たっては､保健､医療､.福祉の

連携を困るため､∴客人介護支援センターを始めとする社会福祉施設筆との連携

及び協力体制の確立､市町村保鹿センター等における総合相談窓口め設置､在

宅福祉サ■ビスを担う施設との複合的整備､保健師とホーム-ルパ十に共通の

活動拠点としての運営等により､保健七福祉の総合的な機能を備える土と｡

一(≡)市町村は､市町村保健センダー等の運営に当たっては､保健所からの専門的

かつ痩術的な援申及び協力を積極的に求めるとともに､地域のJNPO､民間団

体等に係るソーシャルキャピタルを活用した事業の展開に努めること･･-.また､/
･ 市町村健康づくり推進協議会の活用こ検討協議会の設置等により､医師会､歯

科医師筆､薬剤師会､看護協会こ栄養士貧等の専門職能団体､地域の医療機関､

学校及び企琴等との十分な連携及び協力を困ることOなお､当該市町村健康づ＼

くり推進協議会及び検討協議会の運営に当たっては､■地域の'NPO､.民間団体∫

等に係るソーシャルキャピタルの核である人材の参画も得て､地域の健康課題

を畢有しながら地域保健対策を一体的に推進する､ことが望ましいこと｡

(四)市町村は､精神障害者の社会復帰対策､認知症高齢者対策､▲歯科保健対策等

のうち､身近で利用頻度の高い保鹿サービスは､市町村保健センター等におい

て､保健所の協力の下笹実施するごとが望ましいことO特に､精神障害者の障

害者支援施設等の利用に係る調整及び精神障害者保健福祉手噂の交付申請の受

理め専務等を市町村において行うこと･となっていることから､精碑障害者の社
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会復帰対策を､保健所､精神保健福祉セシター､一福祉事務所､医療機関､障害

者支援施設等との連携及び協力の下に実施すること｡

(辛)'政令市は｣保健所と市町村保健センター等との密接な連携を困り､効率的か

っ効果的な保健サービ女の提供を可能にする体制を整備すること.

第三 ･地域保健対策に係る人材の藤保及び資質の向上並びに人材確保支援計画の策定右手

関する基本的事項

地域保健対策に係る多くの職種に_渡る専門技術職員の養成､確保及び知識又は技術

の向上に資する研修ゐ充実を図るため.､市町村∴都道府県及び国は･､･次のような取組

を行うことが必要である｡ ＼

- 人材の確保

TT■■≡丁二
一一■一■一_■■

1 都道府県､.政令市及び特別区は､地域における健康危機管理体制の′充実等の観

点から､保健所における医師の配置に当たづては､専任の保健所長を置くように

努める等の所管区域の状況に応じた適切年措置を講じるように努めること.なお､

医師である専任の保健所長の確廃が著しく.困難セある場合に勘 保健所長の職責/

の重要性に鑑み､臨時的な措置とし七､一令第四条第二項各号のいずれにも該当す

る.医師でない地域廃健法●(昭和二十二年法律第百一号)第五条第一項に埠定する

地方や兵団体め長の補助機関である職員を保健所長として配置するように努める

こ-と,.1 ､

2･都道府県は､事業の将来的な見通しの下に､精神保健福祉士を含む令第五条に

規定する職員の継続的な.確保に努麿､埠域保健対喪の纏進に支障を来すことがな

いように配慮すること｡

3 市町村は､事業の将来的な見通しの下に､保健師､管理栄養士等の地域保健対

･策に従事する専門技術職員の計画的な確保を推進することにより､保健事業の充

実及び保健事業と介護保険事業等との有機的な連携その他の地域保健対策の推進

に支障を来すことがないように配慮すること｡

また､.,市町村は､'医師､歯科医師､薬剤師､獣医師､助産師､看護師､准看護

師､管理栄養士､栄養士､理学療法士､作業療法士､歯科衛生士､社会福準士､

介護福祉士､精神保健福祉士､言語聴覚士等の地域における人的資源を最大限に

活用すること｡

このため､地域の医師会､歯科医師貧､薬剤師会､獣医師会∴看護協会､栄養

士会等の支援を得ること｡

さらに､行政職員の育成のみならず､地域においてソーシャルキャピタルの核

となる人材あ発掘及び育成を行うと･ともに､.学校､企業等との仲立ちとなる人材

の確保についても計率的に取り組むこと-｡ ､

4 国は､専門技術職員の養成に努めるとともに､業務内容､業務量等を勘案 した

保健師の活動の指標を情報と､して提供する等の支援を行うこと｡ ノ

.また､健康なまちづくりの全国的な推進のため､地方公共団体等が行うソーシ

ャルキャピタルの核となる人材の育成に係る支援に努めること./r

人材の資質の向上

1 都道府県及び市町村は､職員に対する現任教育 (研修及び自己啓発の奨励､地
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域保健対策に係る部門以外の部門-の人事異動その他の手段による教育をいう｡

以下同じO-)について各地方公共団体が策定した人材育成指針に基づき､企画及び

調整を一元的に行う体制を整備することが望ましいこと｡なお､ここでいう研修

には執務●を通じての研修を含む｡

2･都道府県及び市町村は､地域保健に関わる医師､歯科医師､薬剤師､獣医師､

保健師､､助産師､看護師､准看護師､管理栄養士､尭養士､理学療法士､作業療

法士､歯科衛生士､社会福祉士､精神保健福祉士､言語聴覚士等た対して､次に

掲げる現任教育に関する事項を効果的かつ効率的に実施すること｡なお,､実施-笹

際しては必要に応じ関係部局と連携すること｡

(-)･次に掲げる事項に関する研修及び自己啓発の奨励

(1)専門分野及び行政運営に関する事項 ′ ′

(2)保健､医療､福祉の連携を促進するためq)職種横断的な事項

(3)･嘩健､医療､福祉に係る各種サービスの総合的な調整に関する事項

(二)人材育成を目的とした地域保健対夷に係る部門以外の部門-の人事異軌 保

健所と市町村との間の人事交流､研.究機関等-の派遣等め推準

3 都道府県綾､市町村ゐ求めに応じ､都道府県及び市町村の職員の研修課程を定

め､,保健所､一地方衛隼研究所等との間の職員研修上ゐ役割分担を行って､現任訓

∫
るとともに､保健所職員が市町村に対する技術的援助を円滑に行 うこ､とを可能と

するための研修､､保健所の企画及び調整機能を撃化するための研修並びに教育機

関又は研究機関と連携した研修の推進に努めること｡

4･都道府県は､保健所において､市町村等の求めに応じ､市町村職貞及び保健､

医療､福祉サーtfスに従事する者に対する研修を実施するとともキこ､町村職員が

研修を受ける際には､当該町村の事業が円滑に実施されるように必要に応じて支

援すること｡

5 国はl､国立試験研究機関における養成訓練を始めこ総合的な企画及び調整の能

力の養成並びに指導者としその資質の向上に重点を置いた研修の充葵を図るとと

もに､効果的かつ効率的な教育方法の開発及び普及を行い､市町村及び都遷府県

に対する技術的及び財政的援助に努めること｡ .

人材確保支援計画の策定ノ~
1 人材確保支援計画の策定についての基本的考え方

(⊥)市町村は,地域保健対策の円滑な実施を図るため､自ら責任を持って､住民

に身近車利用頻度の高い保健サービスに必要な人材の確保及び資質の向上を図

ることが原則である｡しかしながら､町村が旦要な対策を講じても地域の特性

一によりなお必要な人材を確保できない場合には､都道府県は､特にその人材の

確保又は資質の向上を支援する必要があ:-争町村について､町村の申出に基づき

人材確保支援il画を策定するとともに､これに基づき人材の確保又は資質の向

上に資する事業を推進すること｡

(二)国は､′都道府県の行う人材確保支援計画において定められた事業が円滑に実
-6i

施されるよう､別に定める要件に従い必要な財政的援助を行うとと･もに､助言J
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指導そq)他の援助の実施に努めること｡

(≡)(-)及び (二､)■に掲げる措置により､各町村は､十 分な保健サービス及び保

健､医療､福祉の連携の下で最適なサービ不を総合的に提供するための調整を

行うこと?できる保健野､栄養相談等を行う管理栄養士その他必要な職員の適

切な配置を行うことが望ましいこと｡

2 人材確保支援計画の策定及びこれに基づく事業の実施に当たっての留意事垣

都道府県は､人材確保支援蕗画の策定及び.=れに基づく事業については､特定

町村との十分な意思疎通及び共通の課題を抱える特恵町村における当該事業の一

体的な推進を図るほか､地域の医療会､歯科医師会､薬剤師会､'獣医師会､看護

協会∴栄養士会等の専門職能団体及び琴療機関との連携又は協力体制を確立する

こと等により､地域の特性に即し､効果的に実施するよう留意すること｡

第四 地域保健に関する調査及び研究に関する基本的事項

地域の特性に即した地域保健対策を効果的に推進し､地域におけ.る健康危機管理能

力を高めるためには､科学的な知見を踏ま･えることが重要で奉る0.

このため､保嘩所､地方衛生研究所､国立試験研究機関等において､次のような取

組を行 うことが必要である一｡

- 保健所は､快適で安心できる生活の実現に資するたrめ∴地域の抱える課題に即し

た､先駆的又は模範的な調査及び研究を推進すること｡
一■..■-･
I-
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地方衛生研究所は､保健所等と連携しながら､地域に串ける科学的かつ技術的に

中核となる機関として､一その専門性を活申した地域保健に関する調査及び研究を推～
進すること｡

都道府県及び政令指定都市は､関係部局､保健所､地方衛生研究所等の行政機関

等による検討協議会を設置し､計画的に調査､研究等を実施するために必要な企画

-及び調整を行うこと｡

四 国は､国立試験研究機関等において､全国的規模で行 うことが適当である又は高

度の専門性が要求される調査及び研究を推進するとともに､国立試験研究機関と地＼

方衛生研究所との連準体制を構築すること等により､地方衛生研究所に対する技術

的支援を行うこと｡

五 調査及び研究の成果等は､関係法令を踏まえつつ､関嘩機関及び国民に対して､

積極的に提供すること｡

第五 社会福祉等の関連施策との連携に関する基本的卓項

- 保健､医療､福祉の導携の下で最適なサービスを総合的に提供するための調整の

機能の充実 ､

人口の高齢化､疾病構造の変化､ノーマライゼーションの意識の高まり等に伴い､

●,住民のニーズが保健､医療､福祉を通じた総合的なものとなる中で､個々の住民に

とって最適なサ∵ビスの種類､程度及び提供主体につや?て判断し､適切なサービス

･を総合的に提供することが重要である｡

このため､市町村及び都道府県は､一次のよう＼な取組を行うことが必要であ.る｡

.1 市町村においては､相談かちサービスの提供までに至る体系的な体制の整備及

び職員に対する研修の充実を図ること｡また､支援を必要とする住民をより早く
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把握し､適時かつ適切な情報の提供∴関係機関の紹介及び調整等を行う総合相談

窓口を市町村保健センタ∵等に設置するとともに､高齢者の保健､福祉サ+ビス

に関する相談L､連絡網整等を行 う地境包括支援ヤンタ-の整備を推進すること.

さらに､地域の医師会の協力の下に､かかりつけ医との連携及び協力体制を確立

することム

2､都道府県は､保健所において､精神障害及び難病等め専門的かつ広域約に対応

することが望ましい問題を持っ住民に対して､保健､医療､福祉の連携の下で最

適なサービスを提供するための総合調整機能を尭たすとともに､市町村の求めに

応 じてこ専門的及び技術的支援を行うこと.

二 包括的な保健｣医療上福祉のシステムの構築

FT__■■-■■■■■■■■■■

住民の羊-ズに応じた適切なサービスを提供するため､地域における包括的な保

健､医療､福祉のシステムの構築が重要である｡

このため､市町村､都道府県､国及び保健､医療､福祉サービスを提供する施設

は､次のような取組を行うことが必要である｡

1 市町村に率いては.､'市町村保健センター等の保健活動の拠私 保健所､福祉事

務所等の行政機関及び地域包括支援センター､､医療機関､薬局｣社会福祉施設､

介護老人保健施設､一,訪問看護ステ∵ション等の施設を結ぶ地域の特性に応じたネ

ットワークを整備すること｡

2･ 二次医療圏においては､..虜健､医療､福祉のシステムゐ構築に必要な社会資源

′がおおむね確保されていることから､.保健所等は.､これらを有効に活用したシス

テムの構築を図る冬めの検討協議会を設置するItと.

また､保健所運営協琴会又は地域保健医療協議会が設置されている場合には､

これらとの一体的な運営を図り､.,二次医療圏内の地域保健全般に渡る嘗項を幅広

い見地から協議する■こと｡ ノ

3 市町村は保健､福祉サードスの有機的な連携を推進する観点から､都道府県は

市町村に対する保健､福祉サービスを通rじた一元的な助言､援助等を円滑に行 う

観点から､それぞれ､埠域の特性に応じた組織の在 り方について検討すること｡′ ー/
4･'廓道府県及び国は.､相敦窓口の一元化､保健師.tホ_｢ム六ルパーに共通の活動J
拠点の設置ヾ関連施設の合築､連絡調整会議の設置､保健部局と福祉部局及び介I

護保険部局間の人事交流の促進､組織の再編成等のうち､保健､､医療､､福祉のシ

ステムの構築に関する市町村及び都道府県の先駆的な取組に?いて.,事例の紹介

又は情報の提供を行う等によ.り支援すること｡ ､

次世代育成支援対策の総合的かつ計画的な推進 ,

都道府県及び市町村は､次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ､かつ､育成

される環境の整備を図るため､保健部局､福祉部局等の関係部局間の連携を十分に

図りつつ､次世代育成支援対策を総合的かつ計画的に推進すること｡

四 高齢者対策及び介護保険制度の円滑な実施のための取組

住民のニーズ右手応じ､適切に高齢者対策を実施し､.及び介護保険に係るサービス

等を擾供するため､高齢者対策に嘩る取組及び介護保険制度の円一滑な'実施のための

取組が重要である｡ '
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このため､市町村､都道府県等は､次のような取組を行うことが必要である′｡ー

1 市町村においては､保健部局と高齢者対策に係る取組及び介護保険制度との連

携を密にと･り､健康増進事業と介護保険事業とを有機的かつ連続的に運用するこ

と｡

また､高齢者の生涯を通じた健康づぐり対策､要介護状態等にならないための

介護予防対策及び自立支援対策を強化し､~介護等を必要とする′高齢者を早期に発

見する,とともに､必要な介護サービスを一体的に提供する地域包括ケアシステムqi

づくりを推遅すること｡

2 都道府県においては∴保健部局と関連部局∴関係機関及び関係団体とが十分に

連携するとともに'i市町村に対してヾ都道府県内の保健､医療､福祉サービスに､

関する情報を提供すること｡

3 都道府県は､保健所において､市町村が高齢者対策に係る取組及び介護保険制

度を円滑に実施す~ることができるように､.市町村が行う介護保険事業計画の推進､

サービス資源等についての宙町村間の広域的調整及び開発等に対して支援を行う

土と｡

4 政令市及び特別区は､市町村として担うべき役割に加え､都道府県が設置する

保健所の担うべき役割のうち保健医療福祉情報の収集､分析及び提供等の役割も

担 うこと｡

五 精神障害者施策の総合的な取組

1 精神障害者に係る保健一､.医療､福祉等関連施策の総合的かつ計画的な取組を促

進する､こと｡

21 都道府県及び市町村並びに保健所は､精神障害者ができ′る限り地域で生活でき

･るようにする､ため､居宅生活支援事業の藩及を図るとともに､ケアマネジメント

?手法の痕用の推進を検討すること.特･に､P.条件が整えば退院可能とされる者の∫

退院及び社会復帰を目指すため､必要なサー豆スの整備及び資源の開発を行い､

地域の保健､′医療上福祉関係機関の連携を進めることと

3t都道府県及び市町村並びに保健所は､精神障害者及び家族のニーズに対応した

多様な相談体制及び支援体制を構築するととも古手､当事者自身による相互支援活

動等を支援すること｡

4 都道府県及び市町村並びに保健所は､精神疾患及び精神障害者-の正しい理解

の普及を推進するとともに地域住犀の精神的健康の保持増進を推進すること｡

六 児童虐待防止対策に関する取組

近年の児童虐待に関すろ問題の深刻化に伴い､保健所∴市町村保健ヤングT等に

おいても､児童相談所と十分な連携を取りつ●っ､以下のような取組を行うこ･とが必ヽ
要で奉る.

1 母子保健活動や地域の医療機関等との連携を通じて､妊産婦及び親子の健康問

題､家族の状況に係る問題等に関連した虐待発生の†､イリスク要因を見逃さない

よう努め､こうした要因がある場合､保庭師の家庭訪問等による積極的な支援を

実施すること.また､関係機関による孝養等において積極的な役割を果たすとと

もk､地域組織活動の育成及び支援を行い､児童虐待め発生予防に向けた取組を



行うこと｡ .

2 保健所､市町村保健センター等め職員が児童虐待が行われている疑いがある家

庭を発見した湊合については､児童摩待-甲対応め中核機関である児童相談所又

■は琴祉事務所-の通告を行った上で､市町村及び保革所は｣当該事商-の援助に

ついて関係機関との連携及び協力を組織的に推進するこ と｡

第六 その他埠嘩保健対策め推進に関する重要事項

一 国民?健康づくり.及びがん対策等の推進

都道府県及び市町村並びに廃健所は､健康増進法に基づき､国民の健康づくりを

推進するとともに､がん対策基本法 (平成十八年法律第九十八号)､肝炎対策基本法-

(平成二十一年法律第九十七号)及び歯科口腔保健の推進に関する法律 (平成二十. くう･ /
三年法律第九十五号)に基づきL､かん対策､肝炎対廉及頭歯科口腔保健の推進に関

し､次のような取組を行 うことが必要である｡

1 都道府県は､地域における健康の増進に関する.情報の収集を行与 とともに､都

道府県健康増進計画の策定及び市町村健康増進計画の策定に対する支援を行 う等/

の地域診断の情報源となる健康指標の収集及び分析を行うこと｡∫
･保健所峠､管内における関係機関､関係団体等の連携を推進するための中核機

関と･しての疲割を担うノとともに､健康の増進に関する情報の収集､分析及び提供

壁びに市町村に対する技術的支援や二次医療圏に合わせた計画策定等を通じ､管

内の嘩康づくりの取組の拠点としての役割を担うこと｡

■市町村は､健康増湛事業等の実施主体として､市町村健康増進計画を関係機関

及び関係団体並びに住民の参画を痔て主体的に策定し､推進するよう●努めること｡

その際､当該市町村をその所管区域内に含む保健所と連携を困ること.また､市

町村健康増進計画の推進に当たらては､市町村の内部部局のみならず､保健衛生､

精神保鹿､労働衛隼､福祉工環境､都市計画等の各部門の外部機関との連携及び

･協力を強化すること｡

これらを行う場合､都道府県､保健所､市町村の保健衛生部局､医療機関､●学

琴､′教育委員会､一医療保険者､慨 嘆産業保健センダー毎の産業保健関係機関や､∫
地域の健康づくりに関係するNPO等に係るソーシャルキヤセタルの活用及び協

力を強化すること｡

'2 地域中がA!対策の準達に関.L､都道府県及び市町村握､都道府県の策定する都

道府県がん対策推進計画に基づき1′がんの予防及び早期発見の推進､がん医療の

均てん化の促進∴研究の推進等のために必要な施策を講じ'ること｡

都道府県及び保健所は､-健康増進法に基づき市町村が実施するがん検琴が科学

的根拠に基づいたものとなるよう市町村との連携を強化する.とともに､地域がん

登録や推進により地琴のがん対策の現状を把握 し∴医療機関間の連携や在宅医療

･介護サ｣ビスとの連携を進めるため､地域の関係機関との連携を推進する.こと｡

3~地域D.肝炎対策q)推進に関し､都道府県及び市町村は､肝炎め予防及び早期発･I

兄の,推進､肝炎医療の均てAJ化の促進､研究の推進等のために必要な施策を講じ

ること｡

･都道府県は､市町村等が実施する肝炎ウイルス検査たついて､関係機関と達磨
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∫
し､広報を強化するとともに､･肝炎診療ネットワークの構築等の地域における月辛

夷医療を提供する体制を確保すること｡

4 地域の歯科口嘩保健の推進に関し､都道府痕は､関係輝関等と連携し､地嘘の

状況に応じた歯科口腔保健め基本的事項を策定するよう努めること｡ -

また､都道府県及び市町村は､保健所と連携して､歯科口腔保健に関する知識

の普及啓発､寒期的に歯科検診 (健康診査及び健康診断を含む｡第六あーの4に

おいて同じ｡)を受けること等の勧奨､障害者等が定期的に歯科検診や保健指導を

受けろための施策､歯科疾患の予防のための措置､口腔の健康に関する調査及び

･研究の推進等に関する施策を講じるとともに､都道府県､_政令市及び特別区は､

口腔保健支援センタ十を設け､歯科医療等業務に従事する者等をこ対する情報提供､

研修の実施その他の支援を行うこと｡

生活藤生対策

1 都道府県､政令市及び特別区は､生活衛生同業組合が理容業､美容業､/クリ←

-=ング業､飲食店営業等の分野の衛生及び経営に関する課題を共有して､地域社

会における公衆衛生の向上を図る役割を有していることを踏まえ､新規営業者等

に対して生活衛生同業組合についての適切な情報提供を行う等､その機能や組織

′●の活性化を図ること｡. '

また､生活衛生関係営業にう十､ては､地方公共団体間で監視指導状況に大きな

格差が生じている現状があり＼､監視指導の月標Ik設定する等､住民が安心できる

体制の確保を図ること.0

2 都道府県､政令市及び特別区は､生活衛生対策の中で特笹､公衆浴場法 (昭和

二十三年法律第百三十九号)に規定す考浴場業及び旅館菓法 (昭和二十三年法律

第百三十八号)に規定する.旅館業の営業者並びに建築物における衛生的環境の確

保に関すろ法律 (昭和甲十五年法律第二十号)に規定する特定建築物の維持管理一

権原者に対し､水質を汚染する病原生物 (レジオネラ属菌等)_に関する知識の普＼

革､啓発を行うとともに､施設の種別に応じ､病原生物の増殖を抑制するための

具体的方法を指導すること.また､病院､社会福祉廼設等の特定建築物以外ゐ建

築物についても､その維持管理権原者に対し､病原生物に関する知識の普及､啓

発に努めるとともに､維持管理に関する相談等に序じ､必要な指導等を行うこと.

さらに､住宅や建築物における室内空気汚染等による健康影響､いわゆるシッ

ク)､ウス症候群について､知識の普及､啓発を行う:とともに､地域住民からの相,

談等に応じ､必要な指導等を行うこと｡

食品安全対策 ､

1･都道府県､政令高及び特別区並びに保健所は､第二の-の'2の (-)'の､(2)

ウ及び (二)に掲げるところにより監視指導に係る業務を推進するほか､教育活

動や広報活動を通じた食串安全に関する正しい知識の普及､インターネットを利

用した電子会議の実琴等を通じた食中毒等に関すろ情報の収集､麿 理､分析､･提

供及び共有､̀研究の推進､食品安全に関する検査能力の向上､食品安全の向上に

関わる人材の養成及び資質の向上並びに国､他の都道府県等及び農林水産部局等

関係部局と'の相互連携に努めると･ともに､リズクコミュニケーションの促進を図
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るため､積極的に施策の実施状況を公表し､住民からの意見聴取及び施策-の反

映に努めること｡

2 都道府県､政令市及び特別区並びに保健所は､第二の-の2の (-)ーの (6)ノ

及び (二)に掲げるところにより一健康危機管理機能を強化するとともに､近年伝

域化している食中毒等飲食に起因する事故に対して､食 中毒圃査支援シス≠ム等

を活用し､国､他の都道府県等及び関係部局と連携を図り､必要に応じて実地調

査を行う疫学の専門家等の支援も得ながら･､原因究明､被害拡大防止､再発防止

対策等の一連ゐ措置を迅速かつ的確に行うことができるよう体制を整備すること｡

四 地域保健､学校保健及び産業保健の連携 /

住民が地域又は職域を問わず､.生涯を通じて共通の基準に立った保健サービスを

受けられるようにするためには､地域保健､学校保健及び産業保健の連携が重要で

ある｡また､̀健康寿命の延伸等を図るためには､地域を羊おける生涯を通じた健康づ

くりに対する継続的な支援が必要である｡そのためには､保健所及び市町村が中心

となり､個人の年齢､就業先などにより異なる保健事業者間の連携を図り､次のよ

うな事項を行 うことにより､継続的な健康管理の支援が可能となるような体制整備

を図っていくことが必要である｡/

1~ 地域俸健と産業保健の連携を推進するため､保健所､･市町村等が､医療機関等､

健康保険組合､労働基準監督署､地域産業保健センター､事業者団体､ノ商工会等

の関係団体等から構成する連携推進協議会を設置 し､組織間の連携を推進するこ

と｡

2ー 保健所及び市町村は､学校､地域の学校医筆との連携を図る場である学校保健

委員会やよ.り広域的な協議の場に可能な限り参画し､■学校等との連携体制の強化

に努めること.I

3 地域保健対策に関する計画の策定に当たっては､学校保健及び産業保健との連

携を図りつづ､整合性のとれた目標.､･行動計画を立て､それに基づき保健活動を

推進すること'｡

4 健康教育や健康相談等の保健事業及び施設や保健従事者-の研修会など笹関す

る情報を共有する一とともに､､相互活用等の効率的な実施に配慮すること.

五 地域における健康危機管理体制の確保 ~

地域住民が安心して暮らせるためには､華域における健康危機管理体制を確保す

ることが重要である｡

こめため､国､都道府県及び市町村は､̀次のような改組を行うこ一とが必要であるこ

1･都道府県は､健康危機管理に際して､救急医療体制の整備､健康危機情報の収

集､分析及び提供等を行うこpt.

また､健康危機に関する事′案の発生時に､市町村と有機的に連携した対応がで

きるま う､市町村と密接な連携体制を整えること._

2 政令市及び特別区は､保健所等の関係機関及び都道府県との連携を由る埠か､

･地方衛生研究所等の充実等を図ろことにより､検査機能の充実強化を図ること｡

また､政令市においては､本庁及び保健所等における健康危機管理に関する事

務分担が不明確であ.ること又は本庁と保健所の持つ機能が不均衡であることがな
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いよう､平時より健康危機管理-対応する体制整備を十分図ること｡

3 市町村は､健康危機情報を鹿握した場合には､法令に基づく対応を行うほか†

住民に最も身近な地方公共団体として､住民に対する健康被害予防のための情報

の提供に大きな役割を担うこと｡

4.政令市及び特別区を除く市町村は､都道府県の設置する保健所に対して､収集

した健康危勢情報を速やかに伝達し､保健所長の哲令に基づく指示､技術的助言

及び支援を受け､これらに基づく対応を行うこと｡

5 都道帝県及び市町村は､複数の都道府県に及ギ大規模災害め発生に備えて､他

方公一共団体間で痛報収集､情報捷臥 要支援者-の支援等の保健活動の連携体制叫.-,-

を強化するとともに､国を,?､広域的な災害に係る保健活動に資する人材の育成を～

支援 し､保健活動に携わる保健師等について､迅速に派遣のあっせん ･繭整を行

う仕組みを構築すること｡

6 新型インフルエンザ等対策にっいては､新型インフルエンザ等対策特別措置法

(平成二十四年法律第主十一号)に基づき､新型インフルエンザ等の発生に備え

た万全の体制を確立するため､都道府県は､政府行動計画に基づき都道府県行動

計画を､市町村は､.都道府県行動計画に基づき市町村行動計画を速やかに策定す

ること｡保健所及び地方衛生研究所は､当該行動計画を踏まえ､地域の保健医療

の管理機閲としての機畢及び役割を果たすとともに､都道府県は､市町村人の技

術的支援などを積極的に行うこと｡

地方衛生研究所の機能強化

1 地方衛生研究所は､病原体や毒･劇物にらいての迅速な検査及び疫学調査の嘩能l
の強化を図る7とめ､施疲及び機器の整備､.調査及び研究の充実並びに研修め実施 -

等による人材の育成､.救命救急センター､他の地方衛生研究所､国立試験研究機､

関等との連携体制の構築､休日及び夜間において適切な対応を行う体制の整備等 '

を図ること｡ .

2 地方衛生研究所を設置する地方公共団庵は､強毒性の新型インフルエンザ等の

感染症の発生や広域化する食中毒の発生等に備えたサーベイランス機能の強化や

.由速な検査体制の確立と検査精度の向上が求められていることを踏まえ､.地域注I.

おける科学的かつ技術的に中核となる機関として地方衛生研究所の機能の一層の

充実強化を図ること｡

七 地域住民との連携及び協力

地域住民の多様なニーズにきめ細かく対応するため､公的サービスの提供とあい

まって､ソーシャ′ルキヤ.ピタルを特用し､住民参画型の地域中ボランティア等の活

動や地琴の企業による-活動が積極的に展開されることが畢琴である｡

J このため､-市町村､都道府県葵び国は､啓発活動等を通じた地域保健活動に対す

る住民の理解及び参画の促進並びに保健所､市町村保健センター等において連携又

は埠力に努吟ること等により､これらの活動の支援に努吟ること｡

また､ソーシャルキヤピタノリま､健康危機が生じた場合.に地域住民の心の支え合

い等に有効に機能することから､市町村､都道府県及び国は､健康づく.り活動や行

･事等の機会を通じて､､･､ソーシャルキャピタルを醸成していく取組を推進することが
r ＼
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